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〈論 説〉

日本 の半 導 体 産 業

新 井 光 吉

は じ め に

思 えば,「 日本 が半導 体 を ソ連 に売 って米国 に売 らないと言えば,そ れ だ けで

軍 事 バ ラ ンスが崩 壊 す る」と,あ る 日本 の政 治 家 が胸 を張 って 見せたの は1989

年 の こ とだ った。彼 はそ れ を根拠 に 「NO」 と言え る 日本 の姿 を思 い描 い で 胱惚

となっていたよ うで ある。 さすれば,今 日の 日本 半導 体 産業 の深 刻 な状況 を目

撃 した時,さ ぞか し 「昨 日 き ょう とは思 わ ざり しを」 と慨嘆 したに違 いないと

思われ るのであ る。

日本 の半導体産業 が米国 を追 い越 し,IC王 国 と して の地 位 を確 立 した の は

86年 で あ った。 そ の後,日 本 は87年 に世界 半導 体 市場 で50%を 超 え る シ ェア

を獲得 し,89年 に は米 国 に20%弱 もの差 を付 けてIC王 国 と して の地位 を不 動

の もの に したかに見えた。 それ故,彼 の政 治家 な らず と も 「藍 よ り出でて藍 よ

り青 し」 と自画 自讃 してみた くな るの もむべなるかな と思 われ る。 トランジス

タで もICメ モ リで も本 家 の米 国 を凌 ぐ下 剋 上 は日本 のお家芸 だ とさえ いわれ

て きた。 だが,こ の常 識 は マ イ コ ンがICの 中心 とな る に従 って通 用 しな く

な った。っ まり競争 のルールが変 ったのである。89年 を ピー ク に 日本 の半 導 体

産業 は後 退 し,米 国 の半 導体 産 業 が復 活 を遂 げ るに至 った。92年 以 降 イ ンテ

ルが 世界 の 半導 体 トップの地位を ガ ッチ リと握 ったばか りではない。 日本企業

の ジ リ貧を尻 目に米韓 メーカーは目覚 ま しい躍進 を続 けてい る。また,93年 に

はっ い に世 界半 導 体 市 場 で 日米 の シェアが並 び,米 国 が再 びIC王 国 に返 り咲

くの は時 間 の問題 とな ってい る。 しか も日本企業が依然 として成熟 した量産市



112商 経 論 叢 第30巻 第2号0319)

場へ依存 しているのに対 して・米企業 は高成長分野を支配 しているので
,米 国

の優位 はこれ らの数字が示す以上に大 きいのである
。

そこで,本 稿は戦後における日本の半導体産業の発達史を検討 しなが ら
,日

本の半導体産業がなぜ世界一になり,ま たどうしてその地位か らすべ り落ちる

ことになったのかを考えて見たい。さらにその上で
,日 本の半導体産業が現在

直面 している危機 の本質を別出 し,そ れ力吟 まで何度か遭遇 したような過 性

の危機とは異なり・産業そのものの衰亡にも繋が りかねない危険性を孕んでい

ることを明 らかに したい。

1戦 後復興期

[1]ラ ジオプ ー ム

日本 の電 子 工業 の復興 はラジオ受信機の生産再開か ら始 った
。 とい うの も国

民 が最 も手軽で身近 な情報源 娯楽源 と して ラジオを求 めてお り
,GHQも 早

急 な生産 再 開 を指示 して いた か らであ る。 ラジオ受信機 の生産 は1946年 の67

万 台 か ら48年 に は80万 台 を超 え,戦 前 の最 高水 準(40年85万 台)近 くに まで

回 復 した。 だ が,真 空 管 の生 産 が追 い付 かず,各 社 は真 空 管 の量産 体 制 を確 立

す る ため に本腰 を入 れ た。GHQのCCS(民 間通信局)は 資 材 配 給 を 部 品 メ _

カ ー に直 接 行 な うよ うに指 示 し,セ ッ トメー カ ー と対 等 な地 位 まで引 き上 げ る

べ く部品 メーカーの育成 に力を注 いだ
。 これが一因 とな って,電 子 工 業 の産 業

構 造 はセ ッ トメ ーカーを頂点 とした系列形態 を とらず,セ ッ ト,部 品 の それ ぞ

れ独 血した企業が対等の形で発展することになっ究
。

また,ラ ジオ受 信 機 がCCCの 指 示 に よ り4球 再 生 式 か ら混 信 も少 な く感 度

もよ いス/¥° 一方 式 へ切 り替 え られ た こと も日本の電子工業の発展 に大 き く寄

与 した いわれ る。真 空管 がST管 か らGT管 ,更 に はMT管 へ と進 歩 す る に

伴 って・ 性 能 が 向上 し・小型化,簡 便 化 も進 展 した。 だが ,こ う して よ うや く

復興 した ラ ジ オ受信機生産 も ドッジ ・ライ ンの影響 によ って50年 に は不 況 の

どん底 に叩 き落 と され た。 ラジオの受信機,真 空 管 メ ーカ ー の中 に は転 廃 業 す

る ものが跡 を絶 たず,200社 に達 した受 信 機 メ ーカ ー は短 期間 の うちに10分 の
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1に 激減 した。む ろん,こ の厳 しい試 練 を潜 り抜 けた受信機 真空管,部 品 メ ー

カ ー は強 い耐 久 力 を身 につけた。因み に,ラ ジオ受 信機 の生 産集 中 度 は52年 の

上 位1社32%,上 位3社57%か ら55年 の そ れ ぞれ32%,50%へ とや や低下 し

て い(2)。

しか し朝 鮮 戦 争 の勃 発 と51年 以 降 の民 放 時代 の 開幕 に よ って,ラ ジ オ受 信

機 の普 及 率 は急 速 に上 昇 し,52年4月 末 に は64%(受 信契約者数1,000万 世帯)

に達 した。 ラジ オ受 信機 は スーパ ー化 によ って高級化 と量産化が急 ピッチで進

む と同時に,ポ ー タブル化 が実 現 し,真 空 管式 携 帯 ラ ジオ の時代 が到来す る。

ラジオメーカー各社 の量産体制 も整 って,受 信 機 の生 産 台数 は52年93万 台,

53年1。9胎,55年179胎 とll頂調 に職 し鍵.ま た5・ 年 代 の 半 ば近 くに

な って,日 本製 真空 管 ポー タブル ラ ジオが米国で も評価 され るよ うにな り,輸

出額 が53年 の19万 ドルか ら55年 に は92万 ドルへ と増 加 した。 そ れ に伴 って

部 品輸 出 も増加 し始 あた。む ろん,こ の 日本 製 ラジオ に対 す る高 い評価 は トラ

ンジスタラジオの登場 によ って確固 た るもの となるのだが,50年 代 末 まで は真
ゆ

空 管式 が依 然 と して輸出の主流で あった。

47年 の民 間貿 易 の再 開 に伴 って,55年 以 降 に ラジ オ受 信 機 の輸 出 が東 南 ア

ジア,中 近 東,中 南 米,南 ア フ リカ向 け を中心 に急 増 した。 これは日本企業が

ようや く真空管式 ポー タブルラジオの量産体制を確立 し,54年 不 況 に伴 う輸 出

ドライ ブが働 い た結果であ った。 しか も トランジス タ時代 を迎 えると,日 本 製

ラ ジオの国 際 競争 力 が急速 に高 ま り,そ の9割 が主 と して米 国 や カ ナ ダへ 輸 出

された。 ラジオ受信機 の輸 出はその後 も堅調 な伸 びを示 し,56年 の17億 円か

ら58年 の122億 円へ と一 気 に輸 出商 品 の花 形 に成長 したので ある。

[2]テ レ ビ生 産 の本 格 化

53年 に はテ レビの本 放送 が 開始 され,ラ ジオ とテ レ ビの併 用時 代 を迎 えた。

テ レビ受像機 は52年9月 頃 か ら国産 化 が始 り,53年1月 に国産 第1号 の テ レ

ビが早 川 電機 か ら発 売 され,55年 末 に は月産2万 台 の量産 ベ ー スに乗 った。ま

た,テ レ ビの普及 率 は57年9月 の8%か ら60年8月 に は55%と 半 数 を超 え,
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早 くも62年8月 に は85%に まで達 した ので あ る。 その結 果 ,テ レ ビ受 像機 の

生 産 台 数 は53年 度2.1万 台か ら55年 度18万 台,57年 度69万 台 と着実 に増 加

して い る。 その結 果,55年 度 ま で は圧 倒 的 な入超(輸 出額30万 円
,輸 入額2,033

万円)だ った テ レ ビの貿 易 収 支 は,56年 度 に は輸 入 減(1 ,346万 円)と 輸 出 増

(2,250万 円)に よ って 出超 に転 じ,58年 度 にお いて も輸 出額3億4i5万 円
,輸

入貌,539万 円と黒字繍 が完全に定着 したので謂 。

テ レビの輸出先 は57年 に は タイが85%を 占 めて最 大 で
,こ れ に次 ぐ米 国 が

9%で あ った。一 方,輸 入 先 は米 国 が98%と 圧 倒 的 だ った
。 む ろん,57年 に は

対 米 テ レビ貿 易収 支 は赤字 で あ った(輸 入額 は輸出の1 。2倍)。58年 に は輸 出 先 で

は タイが51%で や は り最 大 で,ス ウ ェー デ ンが31%で これ に次 ぐが,輸 入 先 で

は米国 が97%と 依 然圧 倒 的 で あ る。生 産 の増 加 に伴 って,テ レビ受 像 機 の価格

は14型 で は53年2月 の17 .5～18万 円 か ら6〔}年5月 の5 .7～6.2万 円 へ,17

型 で は22万 円 か ら9.9万 円 へ,ま た21型 で は55年12月 の19 .2～ ・万 円

か ら60年5月 の15万 円へ と大 幅 に低下 して い2 。

もち ろん,テ レビ受 像 機 の生 産 に は外 国 企 業 との特許契約が不 可欠で あ った

ので,日 本 企 業 はRCA,ウ ェス テ ィ ングハ ウスyEMI,フ ィ リップ スな ど と技

術 提 携 を結 び,生 産 を開始 した。56年10月 に ウェ ステ ィ ングハ ウスの特 許(使

用料o・7%)は 期 間満 了 の た め失効 とな ったが,特 許使 用 料 は各 メー カ ーの売 上

高比 率 でRCA1.75～2%,EMI2%,フ ィ リップ ス1 .1%に 上 った とい う。 だ

か ら,そ の後,テ レビ需 要 の増 大 に伴 って生 産 量が増加す ると共 に
,日 本 企業

の使 用料 支払 額 は55年 度 の9 ,700万 円(テ レビ,ラ ジオ)か ら59年 度 の11億

9,200万 円 と膨 大 な額 とな ったの で あ(7}。

[3]ト ラ ン ジスタの工 業 化

54年 に東 京通 信 工 業(東 通 工,59年 以降 ソニー)が トラ ンジス タラ ジオの 商 品

化 と 工業化 に成功 したが,そ の5年 後 の59年 に は 日本 は トラ ン ジス タの生 産

で米 国 を凌駕 し,ト ラ ンジス タ ラ ジオで も世界一 の生産国 とな った
。 っ まり,

日本 の成 功 は トラ ンジス タの ラ ジオへの応用 にあ ったといってよい
。 しか し,
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この成功 は トラ ンジスタ化 に即応 した各種超小型電子部 品の開発 と工業化 に成

功 した ことによって もた らされた点 も忘 れて はな らない。 単に トラ ンジスタの

みな らず関連部品の小型化 に も成功 したことは,ト ラ ンジス タ ラ ジオの海 外 進

出 を 可能 に し,規 模 の経 済 も働 いて,部 品産 業 に飛躍 的 な発展 の機 会 を提供 し

た。 この時期 にパ イオニア,ア ル プ ス電 気,東 光,ミ ッ ミ電機 な ど多 くの部 品
(8)

企業 が独 自技術 によ り高成長の切 っ掛 けを掴んだのである。

さて,日 本 の電 子 工 業 は ソニ ーが民 生 用 トラ ンジスタの量産体制を確ｺLし,

トラ ン ジス タ ラ ジオの発 表 で先 鞭 を付 け ると,様 相 を一 変 させ た。 周知 の よ う

に トラ ンジスタは48年 に シ ョッ ク レー らに よ り米 国 の ベル研究所で発明 され

た。日本で も49年 に電 電 公社 の電 気通 信 研 究所(通 研)やNEC,そ の他一 部 の

企 業 が トラ ンジス タの研究 に着手 したが,本 格 的 な開 発 は国 内各社 が52年 に

RCA社,55年 にWE社(ウ ェスタンエ レク トリック)か ら技 術導 入 を図 ってか ら

の こ とで ある。 もちろん,通 産 省 も半導 体 の重 要 性 に鑑 み,研 究 補 助 を通 じて

その工 業 化 を促 進 した。その結果,53年 に通 研 が接 合 型 トラ ンジス タの試作 に

成功 し,翌54年 に は東通 工 と神 戸 工 業(68年 に富士通 に吸収合併)が 他 社 に先 駆

け て トラ ンジス タの工業化 と外販 を開始 し,他 社 も55年 後 半 に は量 産 体 制 に

入 った。東 通 工 は55年8月 に トラ ンジ ス タ ラジ オを発 表 す ると共に,ト ラ ンジ

ス タの量産 に も先鞭 を付 け,56年 に月産30万 個,58年 に は月産80万 個 の量 産
(9)

体制をいち早 く築 き上げ,こ の時期まで完全に独走体制にあったといわれる。

日本経済は56年 か ら57年 初頭にかけて空前の神武景気を迎え,高 度成長期

に入 った。その原動力たる技術革新 は専 ら外国技術の輸入に依存 しており,日

本の技術水準は米国のそれと比較 して20年 の遅れがあったという。そこで,日

本政府 はこの技術格差を早急に埋あるために外国技術の導入 とその国産化を奨

励す ると共に,国 内産業の保護育成策 を実施 した。その結果,産 業界は先を

争 って外国技術を導入 し,そ の国産化を図るために生産設備の近代化を急いだ

ので,投 資が投資を呼ぶという設備投資主導型の高度成長パ ターンが定着する

に至った。電子工業 も,57年 の電子工業振興臨時措置法(電 振法)と 同法に基づ

く電子工業振興5力 年計画を背景に,技 術革新と消費革命 に重要 な役割を果た
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し,50年 代 後 半 の高度 成 長 を支 え る一 翼 を担 った。そ して,日 本 の電 子 工 業 は

50年 代 半 ば に 白黒 テ レビの普 及 と ポー タブル ラジオの輸 出増進 によ り飛躍へ

の足掛 を掴んだのである。特 にテ レビ時代 の幕開 によ り,白 黒 テ レ ビの生産 が

本格 化 し,54年 の3万 台 か ら55年 の13万 台 へ と増 加 す る と共 に,テ レビ受 像

機 用MT管 に対 す る需要 が 激増 した。 ラジ オもまたテ レビと共存 しなが ら成長

し,そ の受 信 機 はMT管 か らポ ー タ ブル,ト ラ ン ジス タへ と発 展 して行 った。

こう した中で,日 立 製 作 所,東 芝,三 菱 電 機 に代 表 され る総 合電 機 メーカーは

一応戦 前か ら重電部門を中心 に家電製品 も生産 して きたが
,55年 前後 の不況 に

よ る重 電 部 門 の不 振 を契機 と して,急 速 に 市場 が 拡 大 し始 め た家 電 部門 に本格

cio)

的 に参入 したので ある。

Hト ランジスタ時代の到来

[1]ト ランジスタ需要の増大

50年 代後半以降,第1図 のように民生用機器,特 にラジオとテレビの生産が

急増 した結果,電 子部品の中で も一般電子部品の生産が急速 に増大 した。 ラジ

オは2台 目需要や真空管式ポータブル型の生産増加 と共に,部 品の品質や性能

が安定 し,輸 出市場の開拓 も順調に進んだ。 このポータブルラジオ向け部品技

術 は小型化 ・高性能化の技術であり,60年 代以降の トランジスタラジオの量産
(11)

テ ンポを速 める大 きな礎石 となる。57年7月 に は トラ ンジス タ式 の生産 台数 が

真空管式 のそれを凌駕 し,ト ラ ンジ ス タ ラジオ時 代 が到 来 したのである。

トランジスタ化 に伴 う小型化 ・低価格化 によ り,日 本 製 ラジオ は海外 で好 評

を博 し,輸 出が 急増 した。例 え ば,59年 に は トラ ンジ ス タラ ジオの輸 出 は電子

製 品輸 出額 の4分 の3を 占 め,輸 出額 は59～65年 に9,400万 ドル か ら1 .8億

ドルへ と倍 増 して い る。輸 出比 率(金 額)も59～65年 に77%(う ち米国向 け61%)

(12}

か ら75%(同45%)と 極 めて 高 か った。 そ のた め トラ ンジスタラジオの生産 は

58年 の300万 台(9月 に月産50万 台達成)か ら60年 に は1 ,000万 台 近 くに達 し

た。一方,59年 以 降 に はテ レビ受 像 機 に対 す る需要 も急増す る。テ レビの輸 出

は59年 の212万 ドルか ら61年 の615万 ドルへ と急 増 した が,こ れ は61年 以
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第1図 民生用機器の生産推移

(
意

L.

トラ ン シス タラ シオ

(資料)『 電子工業年鑑1969』18頁 。

降 トラ ン ジス タテ レ ビの対 米輸 出が開始 され,好 評 を得 た か らで あ る。 そ の輸

出先 は60年 に は琉球 が25%で トップ,米 国 が17%で これ に次 い だが,61年 に

は米 国 が28%で 最大,琉 球 が25%で これ に続 い て いた。 部 品 の輸 出 もまた55

年以 降 対 米 テ レ ビ部 品輸 出 が増加 し,よ うや く軌道 に乗 った。

この よ うに 日本の電子工業 はテ レビや ラジオなど民生用機器 とその部品を中

心に発展 した。そのため民生 用機器 は55～69年 に電 子 機 器生 産額(部 品を除 く)

の44%か ら72%砧 あ るに至 った ので(i3).も ち ろん,ト ラン ジス タ は ラジオ

以 外 に もパ トロール用無線機,短 距離 搬 送電 話 装 置,コ ンピュ ー タな どに も使

用 され た。例 えば,ト ラ ン ジス タ使 用機 器 の生 産 は58年 度 に トラ ンジス タラ ジ

オ487万 台,搬 送 装 置1台(1,000チ ャンネル),コ ン ピュー タ40台 で あ った。用

途別 トラ ンジ ス タ販 売高 は58年 度 に ラ ジオ用1,792万 個(81%),搬 送装 置 用1

万 個(0.5%),コ ン ピュー タ4万 個(1%),そ の他 機器100万 個(4%),時 計 ・

オモ チ ャ用100万 個(4%),ト ラ ンジス タ単体 輸 出30万 個(1%),経 常在 庫

27。 万 個(1。%),と ラ ジ オ が 圧 倒 的 で あ 鍵.ポ ー タ ブ ル ラ ジ オ の トラ ン ジ ス
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タ化 も57年6月 の31%か ら58年6月 の91%へ と急 速 に高 ま
って い る。 しか

もポ ー タブル ラジオの需要 は60%を 海 外 市場 に,ま た そ の60～70%を 米 国 市

場 に依 存 して い た といわ れ る。

[2]ト ラ ン ジ スタ王 国

周 知 の如 く トラ ンジスタは米 ベル研究所が48年 に点 接 触型 を
,次 いで49年

に接 合型 を発 明 した こ とに よ って初 めて工業化が 可能 とな
った。 その後 もベル

研究所 は52年 に シ リコ ン単結 晶 の精 製 に成 功 し,55年 に は メサ型 トラ ンジ ス

タを発 明 して高周波化 と大量生産 を可能 に し,更 に60年 に は エ ピ タキ シ ャル

法 を開発 して 単結晶板上 に随意の抵抗値 を持つ 単結 晶層 を成 長 させ ることに成

功 した。 また,米WE(ウ エスタンェレク トリック)社 は55年 に選 択 拡 散 法 を
,

フ ェア チ ャイ ル ド(FC)社 も59年 に プ レナ ー技 術 を発 明 した
。 このプ レナー技

術 は シ リコ ン結 晶表 面にで きる酸化膜 を積極 的 に利用 して不 純物 の部分 的拡

散 表面劣化防 止などを行 うもので,半 導 体 部品 の信 頼性 向上 とIC(集 積回路)

への発展の基礎 となったので認
。

さて,前 述 の よ うに東 通 工 と神戸 工 業 が先陣を切 る形で始 ま った トランジス

タの工業化 は57年 に東 芝 が新 工 場 の建 設 に 着 手 した ことを切 っ掛 けに,各 社

が 大規 模 な設備 投 資 に乗 り出す こととな り,第2図 の よ うに 目覚 ま しい発 展 を

遂 げ る ことにな った。特 に当初 は労働集約的なゲルマニウム製が トラ ンジス タ

の中心 であ ったたあ・ 日本企業 は手先 の器用 な女性労働者 に支え られて間 もな

く質 ・量 と もに米国を凌駕す るに至 った。 トランジス タの生産 は53年 の6
,462

個 か ら54年1.1万 個,55年8.6万 個,56年56万 個 と急 速 に増加 し
,57年 後 半

に は各 社 の量産 体 制 も整 って,57年 の575万 個(32億 円)か ら58年 の2 ,674万

個(77億 円)へ と劇 的 に増 大 した。 この勢 い に乗 って,日 本 は59年 に トラ ン ジ

ス タ生 産 量8,650万 個(160億 円)で 世 界 一 とな り
,価 格 ・品 質面 で の優 位 か ら

轍 で も世界最大となっ(裂.か くして57年 まで大幅な入超であった トランジ

スタ貿易 は58年 に は大 幅 な出超 に転 じ,59年 に は輸 出474万 個(11億3,376万

円),輸 入8万 個(5,809万 円)と 完 全 に輸 出産 業 とな った。 だが,59年 の米 国 の
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第2図 トランジスタの生産,内 需および輸出の推移
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(資料)『 電子工業30年 史』263頁。

生 産 は8,229万 個(799億 円)で,な るほ ど数 量 で は 日本 を僅 か に下回 るが・金額

で は未だ5倍 の規 模 に達 して いた。 む ろん,こ れ は トラ ンジス タの うち,1個

1,400円 もす る軍用 や産 業 用 が米 国 で は3分 の2を 占 あ,僅 か360円 の ラジオ

用 が3分 の1に す ぎな いか らで あ る。 そ の結 果・米国製 は大幅に割高 とな り・

日本 か らの輸入が激増 した。例 えば,米 国 製 ゲ ル マ ニ ウム トラ ンジス タは61年
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に軍 用 平 均 単価 が2.43ド ル ,非 軍 用 が1.03ド ル で,日 本 製 の0 .3ド ル と比 べ

て非常に割高だ ったので房留。

躰 は59年 に トランジスタ王国のみな らずaト ランジスタラジオでも世界

一 となった
。っまり,日 本の成功は トランジスタのラジオへの応用にあったの

である。 日本経済 は56年 か ら57年 初あにかけて空前の神武景気を迎えて高度

成長期に入ったが,そ の原動力たる技術革新は外国技術の輸入に依存 し
,米 国

に比べて技術面で20年 もの遅れがあった
。そこで,官 民協力による技術格差の

解消 と国産技術の向上などを目的 として57年6月 ,電 子工業振興臨時措置法

(電振法)が 制定され,電 子工業振興5力 年計画が策定された
。その内容は長期

低利融資,補 助金や税制上の優遇などを中心 とした ものであったが
,ICやLSI

(大規模集積回路)に 繋がる半導体技術の向上,コ ンピュータや レーダーなど先

端分野での対米技術格差の縮小,優 れた応用技術の基礎形成などに大 きな成果

を上げたという。

ところで,半 導体素子の生産額は60～65年 に一般電子部品(受 動部品
,機 能部

品,機 構部品)と 能動部品(電 子管 半導体素子,集 積回路)か らなる電子部品の
(ls)

18%か ら21%を 占め て いた。能 動 部 品 の 中で は
7ゲ ル マ ニ ウ ム トラ ンジ ス タが

61年 にMT管 を凌 駕 したが,65年 以 降 は減産 に転 じ,一 方,シ リコ ン トラ ンジ

ス タは66年 以 降 に な って急速 に増 産 され始 めた
。また,ICは61年 に電 気 試 験

所 で試 作 され,64年 に は生 産 も始 ま った が,本 格 的 な工 業 化 は66年 頃 まで ず

れ込 み,成 長 軌道 に乗 るの は よ うや く67～68年 に至 ってか らの こ とで(19)
。

[3]シ リコ ン トラ ン ジス タ時代

だが,ト ラ ンジ ス タの製 造 方 法 が合 金 拡散型か らメサ型(55年 にWEが 開発)

に取 って代 わ られ,半 導 体 材 料 もゲ ル マ ニ ウ ムか ら シ リコンへ と移 るに従
っ

て,ト ラ ンジス タ王 国 日本 の地 位 は失われ,次 のIC時 代(米 国では69年 以降)に

は米企 業 が圧倒 的 な優 位 を 占め るのであ る。 日本企業 はシ リコン トランジスタ

が一 般 トラ ンジス タ市場 にまで進 出 して来 る ことはあ るまい と楽観 して いた

が,59年 に開発 され たFC社 の シ リコ ンプ レーナ技 術 は シ リコンを トラ ンジス



(310)
日本の半導体産業121

タの主流 の地位 に就 けた。 この間 に米国 は シ リコン トラ ンジス タへの切替 えを

進 め,装 置 産業 化 して主 力 を プ レナ ー型 に移 した。既 に61年 ・米 国 で は シ リコ

ン トラ ンジ ス タの割合が金額で32%,数 量 で7.4%に 達 して いた が・ 日本 で は

金額 で1.4%,数 量 で は0.2%に す ぎな か った(但 し,米 国では軍用が数量で67%,

金額で69%)。 日本 で は,シ リコ ン トラ ンジ ス タは58年 に は未 だ試 作研 究 段 階

で,月 産100個 前 後 だ ったが,同 年12月 に初 め て367個 に達 す る とい う状 態

だ った。Ei本 企 業 が シ リコ ンに 注 目 し本 格 的 な生 産 に乗 り出す の は63年 に

NECがFC社 か らプ レー ナ技 術 を 導 入 して か らの ことで ある。 日本企業 の多

くは65年 以 降 に な って初 め て転 換 に踏 切 ったので・米国 との技術格 差 は再 び
(ZO>

大 き く隔絶 した もの とな ったので ある。

ところで,ト ラ ンジ ス タの主 要 輸 出先 で あ った香港で は,米 企業 の現地 進 出

と,ス ク ラ ップ製 品 を米 国 か ら輸 入 して調達 した安価 な トランジス タの使用が

増加 したため,日 本製 トラ ンジ ス タ も大 幅 な価 格引下 げを要求 され,ス ク ラ ッ

プ並 み の価 格 で の輸 出 を強 い られ る企業 もあ った。 また,こ の安 価 な トラ ンジ

スタを使 う香 港製 ラジオに対抗す るため,日 本 の ラ ジオ業 界 も安 価 な トラ ンジ

スタを要求 したので,ゲ ル マ ニ ウ ム トラ ンジス タの価 格 は勢 い大幅に下落せざ

(21)

るを得 なか った。

しか も トラ ンジス タは用途 の中心が ラジオや テープ レコー ダで あ った60年

代 前 半 頃 まで はゲ ル マ ニ ウム を主流 としていたが,電 卓(64年)や 白黒 テ レビ

(67年)の トラ ンジス タ化 に よ って シ リコ ンの需要が急増す ると,国 内生 産 の不

足 か ら輸 入 が増 加 した。もちろん,シ リコ ン トラ ンジ ス タの国 内生 産 は65年 後

半 に は月産250～350万 個 を記 録 し,66年 に は ゲル マ ニ ウムの16%(金 額で は

30%)に まで達 す る。とい うの も,ゲ ル マ ニ ウ ム トラ ンジス タは主 要需要先で あ

るラジオの販売不振 と主要輸出先 である香港で の米企業の現地生産 により価格

が暴落 したので,各 半 導体 メー カ ー は一 斉 に高 価 格の シ リコンへ の転換 に拍車

を掛 けたか らであ る。
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[4]半 導体 メ ー カ ーの 特徴

この時 期 の半 導体 メーカーに は電子管 メーカーと新設企業 とい う2種 類 の系

譜 が あ り,外 国系100%出 資 法 人 は存在 しなか った。54年 にr'一〉=通,神 戸 工 業,

NEC,ソ ニ ー 東 芝,日 立 の6社 が 半導体 デバ イ スの生 産 を開始 して以 降
,56

年 に オ リジ ン電 子,57年 に 日本 ラ ジオ,松 下 電 器,三 菱電 機59年 に沖 電 気,

60年 に三洋 電 機 富 士電機,61年 に新 電 元工 業
,八 欧 電 機,62年 にサ ンケ ン電

機 国際 整 流器,65年 に協 同,な どが これ に続 い た。 ソニ ー は 臼本 で半導体 を

商業生産 した最初の企業 だ ったが,間 もな く電子 管 メー カー に追 い抜かれた
。

また,新 設 企業 の参 入 は1社 を除 きす べ てが50年 代 後 半か60年 代 前 半で
,そ

れ以降の参入は著 しく騰 となって耀 。

研究開発支出額は50年 代を通 じて低位で,日 本企業は専ら外国企業との技

術提携に依存 し,限 られた資金を外国からのノウハ ウ導入に向けた
。 日本企業

の革新的発明は57年 の江崎玲於奈博士(ソ ニー)に よるエサキダイオー ドの開

第1表 米国で取得された日本企業の半導体特許

「 『棄 名

く電子管メーカー>
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発 が 唯 一 で あ っ た が,国 内 で は あ ま り評

価 され ず,そ の価 値 に い ち早 く着 目 した

米 企 業 によ ってそ の開発技 術 の ほとん ど

を押 さえ られて しま った。60年 代 半 ば に

至 って も,日 本 企 業 は研 究 開 発 に 半導 体

売 上 高 の僅 か2%し か 支 出 して お らず,

米 国 の6%と 比 べ て極 め て低 か った。 だ

が,日 本 企 業 は輸 入 技 術 の 改 良 に よ って

欧米 に キ ャチ ア ップす ると共 に,自 主 技

術 の開発 に も力 を入 れ始 め た。 その結果,

日本 企 業 は第1表 の如 く米 国 で も半 導 体

特 許 を取 得 し得 るよ うにな った。電 子管

メー カーは新設 企業 の3倍 もの特 許 を取

得 し,就 中NECが 電 子管 メー カ ー取 得特

許 の79%を,ソ ニ ー が新 設 企 業 取 得 特 許

の71%を それ ぞ れ 占め て いた。 とは いえ・
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第2表 企業別半導体市場 シェア
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躰 の半導 体研究 開発 は5・ 年 代 に1ま極 め て低 位 でasら 外 国 技 術 の吸 収 に費

や され た とい って よい。60年 代 に入 ると,NECは 特 許取 得 で 支配 的 な地位 を

轍 した.こ う して 欧米 の場 合 と は逆 に,日 本 で は電 子管 メー か が半 導 体 特

許 取得で指導権を握 ることにな ったのであ る。

トランジスタの商業生産 は ソニー,神 戸 工業,NEC,東 芝 の4社 に よ って開

始 され た.特 に ソニ ー は52年 に同社 の 井深 大 社 長 が訪 米 中 に トランジスタ開

発 に関心 を抱 き,日 本 にお け る トラ ン ジス タ生 産 の開拓者 とな った。だが,60

年 代 にな る と,国 内市 場 は第2表 の よ うに電 子 管 メ ーカ ー によ って支配 され る

よ うにな った。68年 に は 日立,東 芝,松 下 の電 子管 メーカ ーが上 位3社 を独 占

し漸 設 企 業 で は三 洋 が4位 を 占 め た が,社 内 向 け生 産 に専 念 した ソニ ー}ま

シェ アを ジ リジ リと低下 させ て行 った。 これは電子管 メーカーが量産市場 を重

視 して大 きな シェアを獲得 したのに対 して噺 設nが 市 場 の限 られ た特 定用
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第3表 日本 の半導体 メ ーカー と海外 メー カー との技 術提携 状況(11

名社会

蠣

蝋

灘
麟騎麟
轍

ソ

日

日

神

東

松

..一
日

富

沖

..
↓
八

新

(307)

技 術 提 携 状 況 ロイヤ リ

テ ィ計

一

ノ ウ ・ハ ウ

WE=2%,RCA--1%相 当
,GE==3% 6% GE

WE-2%,RCA=3
5 RCA

ITT=0.3%,RCA=・1 .5%,GE_3% 4.8% GE
WE-2/(],RCA-`_3

5% s,

WE-2°o,RCA=3
5% RCA

フ ィ リ ッ プ ス 罵4 .22% 4.22% フ ィ リ ッ プ ス

WE=2%,RCAに1 .5% 3.5% な し
WE-=2%・ テ レ フ ン ケ ン=2%

,RCA謡1.5% 5.5% テ レ フ ンケ ン
WE--2%・RCA-L5%

,ジ ー 〃 ス ー6.4% 9.9% ジ ー メ ン ス

WE=2%,RCA=1 .5a/ 3.5% な し
WE=2%,RCA-=1 .5% 3.5% RGA
WERCA

WE
RCA
L

5

L 一 一

礫 年鑑1963』41順 。q)1960年 代初期。

途 デバイスに生産を集中させた結果で認 。

さて・ トランジスタに関する国内特許は応用回路を含めて200件 にも上
った

が・その大部分は外国企業の所有 となっていた
。 このうち,最 も重要なものは

トランジスタに関する基本特許 ともいうべ きWE社 の特許 とア
ロイ型製造技

術 に関するRCA社 の特許であった。52年 以降 神戸工業
,日 立,東 芝がRCA

か ら・ また富 麗 機が独 シづ ンスカ・らそれぞれ トランジスタ技術を導入 し

た。しか しトランジスタ生産の開始にはWE社 の特許使用が不可欠であ
ったか

ら,東 通工が54年2月 に同社 と基本特許契約を結ぶと
,各 社 も漸次 これに追随

した(第3表)・59年3月 までに技術援助契約に基づ き生産を開始 した企業は
ソ

ニー,日 立TNEC,神 戸工業,東 京芝浦電気,松 下電子工業,及 び富士通信機

の7社 のみであったが洞 年3月 には三麺 機 日本無線 沖電気
,ヨ 穐 機

も新たに特許使用を許可さ櫻.こ うして日本の トランジスタ犠 は56年 に6

社・57年 に も7社 に よ る完 全 な 独 占 だ っ た が
,58年 に は9社 中 上 位7社 で

99.5%を 占めて いた といわ 潔 。

周知の如 く日本の電子産業は軍需の欠如か ら民生用市場(特 にラジオ
,テ レビ)
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を中心 に海外市場,特 に米国市場への輸 出を通 じて急成長 した・一方・ ヨー

。ッパでは,槻 模 輝 需市場が新設企業の参入 と成長を阻害 したといわれ

る.と いうのも慨 存 メーか は齢 の経済的利益を得 られるので噺 設諜

はこれに対抗するため新 しいデバイスや生産工程に集中す る以外に競争できな

か ったか らである.新 開発の半導体1まま揮 需品に用い られ・習熟の繍 に

よってコス トが低下 した後 になって初めて灌 業用や購 用市場に浸透 して行

くのである.そ れ故,ヨmッ パでは国1勾生産を支え得るに足 る市場が育つま

でに,米 蝶 がヨ叩 ッパ企業のコス トより低価格で新 しいデバイスを供給 し

たので,ヨ ー。ッパの新設諜 は技術を醗 し,成 長する機会をほとんど持ち

得なか ったのである。むろん庫 需暢 の欠如は日本で 綱 様に澱 蝶 の参

入 と成長を阻害 した.だ が旧 本の最終電子機器製品の相蟄1分 は輸出された

ので,国 内市場は保護 されていても旧 本の半導体産業は外国諜 と直接競争

しなければならなかった.さ もなければ旧 本製電子機器製品に対幅 海嬬

要 は伸び悩み旧 本の半導体需要 。ま急速 に萎んで しまったであろうから・

半導体技術が灘 し塒 に,規 模のノ1・さい日本の電子管メーカーは欧米企業

ほど電子管事業に大きな利害を持 っておらず,こ の技術変化に柔軟に対応す る

ことができた。また,日 本製半導体 は直接的な輸出はそれほど大きくなくとも,

大部分が轍 市場向け最終電子機器に使用されたので・国際競争の刺激と試練

に晒されていた.従 って,日 本の糊 本産業が国灘 争力を維持できなけれ1よ

最終電子機器製品の輸出競争力は失われ,国 内半導体市場 も縮小 して しまうの

である。 しかも電子管 メーカーは主要半導体企業であると同時に大手最終電子

機器 メーか で もあったので識 器輸出の腿 によって直捌 な樺 を被 らざ

るを得なかったか らである。

むろん,日 本が半導体王国 にな り得たのは労働集約的な産業で低賃金のメ

リットを活用 したか らである。 日本企業が50年 代初めに半導体生産に参入 し・

トランジスタラジオの生産を始めた頃は,米 企業が主要な競争相手であり,米

国市場が.:.な 戦場であった.そ の時に日本の賃金率は米国よりかなり低 く・

日本企業 は米国の技術的優位にもかカ・わ らず ト分に競争することができた・ し
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か しなが ら・50年 代半ば以降の離 成長翻 本の賃金を押 し上げ旧 本より低

齢 の繭 アジァ諸国が6・ 年代に鱒 体生戯 開始 したことにより旧 本の

優位は徐々に後退 した・だが・ 躰 の電子管メーか は新 しい樽 体技術を積

極果敢 に採用 してこうした励 を勲 除け,高 成長を維持 したので(27}。

皿IC時 代

[1]IC工 業 化 の試 練

トラ ンジ ス タを初 め とす る半導体素子 は日本の有力 な輸 出品 と して成長 し
て

きたが・米 企業 の競 争力に圧倒 され,66年 を ピー クに輸 出が減 少 し,7。 年1こ は

入 超 に転 じた。 日本 は60年 代 前 半 まで世 界 一 安 く性能 も良 い トランジスタの

生産 を誇 って きた。だが・ 半導体 の主流が シ リコ ンに移 ると,日 本 の トラ ンジ

ス タ産業 はゲ ル マ ニウムで培 った国騰 争力 を著 しく低下 させて行
った.と い

うの も プ レサ 技 術 が シ リコ ンをゲルマニウムに比 べて品質や性能 ばか りで

な く価格 において も優位 に 立たせたか らである
。 むろん,ゲ ル マ ニ ウ ム トラ ン

ジス タの価 格 も大幅 に下落 したが,シ リコ ンプ レー ナ トラ ンジス タの価格 はそ

れを遙 かに超 える猛 スピ0ド で低下 したか らでX28)
。

しか もゲ米 大 手半 導 体 メ ー か は64年 頃か ら低 賃 金労 働 を求 め て香 港冶

湾 韓国 な どで現地生産 を開始 した.ゲ ル マ ニ ウ ム時 代 に は先 進 国 型 産業 で

あ った トランジスタ産業 も,シ リコ ン時代 に入 る と資本 と労働 力 さえあれば ど

こでで も生産 できる完全 な装 置産業 とな った
。 近代 的な米国工場 でバ ッチ処理

によりシ リコンプ レーナ トランジスタを シ リコ ンウ
ェハー内に作 り,ウ ェハ ー

を東 南 ア ジァの 蝪 へ空 輸 して組み立て..び 米国 に空輸 す る こ とが で きた
。

シ リ コ ンプ レー ナ トラ ンジ ス タはゲ ル マ ニ ウム トラ ンジ ス タと は違
って,

ウ ズ ーハ の ままで空 輸 され て も表面 が二酸化 シ リコン被膜で覆 われていたため

に,特 性 が 変化 す る恐 れ もなか った。労働集約 的な組 立工程 を東南 アジアの低

賃金労働 力を使 って行 えば,世 界0安 価 な トラ ンジス タを作 る こ と も容易だ
っ

た・実際 米蝶 は6・ 年 代 末 か らダ ン ピ ングー揃 の価格 で 日本 にICの 積 極 的

な輸出攻勢を掛けてきたので霧 。
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こ う して66年 まで米 国 が轍 す る トラ ンジス タの8・%以 上 を 占 め畑 本 製

は67年 には僅 か20%ま で激減 した。 米 企 業 の現 地生 産 は東南 アジアのみな ら

ず ヨーロ ッパ に も及んだか ら,低 価 格 の米 国 製 に抗 して 日本 が シ リコ ン トラン

ジスタを輸 出 し得 る地域 は急速 に縮小 して行 った。む しろ対 日輸 出攻勢 を掛 け

て来 る米国製 シ リコ ン トラ ンジスタやICに 文寸して国 内 市場 を ど うや って 守 る

かが 日本企業 の緊急 の課題 とな る有様 だ った。

躰 のIC研 究 は6・ ～61年 頃 か ら始 ま った が・63年 頃 まで は あ くまで も将

来技 術 と看倣 され,工 業 化 に着 手 す る動 きは ほ とん ど皆無 とい ってよか った。

ところが,64年1月 に米TI(テ キサスインスツル〃 ト)社 が 躰 国 内 で のIC生

産 を計 画 し,==r省 に1・・%出 資法 人 の設 立 を 申請 した こ とか ら・IC工 業化 が

現 実 問題 と して急 速 に浮 上 して きた.TI社 の設 立 申 請1蘇 留 状態 の ま ま放 置

か れた が,日 本 企 業 は俄 然ICの 研 究 開発 や工 業 化 に積 極 的 とな り,65年 か ら

67年 にか けてIC工 業 化 の気 運 が急 速 に高 ま った・ 日本政府 もまた65年 に電

振 法 の2号 樋(僕 生産の開始 または生産の増か臨+る べき雛)に 指定 し 更

に67年 以 降 は電振 法3号 機 種(生 産の合理化,品 質の向上,ま たは生産費の引下げ

を計 るべ き機種)に 指 定 して資 金,税 制 ヒの優 遇措 置 を与 え,そ の振 興 を計 った

ので認 。

ところで,通 産 省 は半導 体産 業 で,外 国 資本 に株 式 の50%以 上 を支配 す る合

弁 や1。 。%蹟 法 人 を諦 て い な か ったので,TIのuRを 拒絶 し・ 日本企 業 と

の合 弁(少 数持株)を 勧告 した.だ が,TIは あ くまで も1・・%出 資 法 人 に固執 し・

交渉 を有利 にす るために対 日IC特 許 供与 を拒 絶 す る挙 に出 た。 む ろん,こ れ

に よ って も日本 企業 はIC生 産 を妨 げ られ た訳 で はなか った。 なぜな らば,TI

が 日本 で提 出 したIC関 連 特 許(キ ル ビー特許)の 申 請 は何 年 も認 可が遅 らされ

て いたか らであ る(89年 に認可)。 しか し日本 企 業 が67年 にICを 使 った電 卓 や

そ の他 の機 器 を輸 出す るよ うにな ると,TIが 米 国 特 許 の侵 害 を盾 に取 って訴

訟 に訴 える恐 れが生 じ,さ す れば 日本 企 業 に対 す る禁輸 措置 は不 可避 の事態 と

見倣 され るに至 った。一方,既 に60年 代 末 に は 日本 企 業数 社 がIC事 業 に参 入

し,IC輸 入制 限 に よ って保 護 され な が ら着実 に力を付 けつ つあ ったので,TI
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にとって も認可 の遅延 は日本市場への参入 を致命的 にす る恐れがあ
ったのであ

る。

か くして,両 者 の利 害 打算 か ら和 解 の気 運 が高 まり
,68年 に妥 協 に達 した。

TIは100%出 資 法 人 設 立 の要 求 を取 り下 げ
,代 わ りに各50%の 株 式 を所 有 す

る ソニ ー との合 弁 に 同意 した。その上 ,TIはNEC,日 立,三 菱,東 芝,ソ ニ_

にIC特 許 を供 与 し,日 本 のIC市 場 の90%以 上 を これ らの企 業 に残 す べ く生

醐 限 を実施す る ことに も同意 した.こ のTI問 題 の解 決 は外 国 企 業 と競 争 す

る国 際 化時代 への突入 とい うことと同時 に
,IC工 業 化 の大 きな 障 害 と な って

いたIC特 許問題の解決(TIのIC特 許公開)臆 味 磁 か くして鱒 体IC
の

生産 を本格化 させ得 る条件 が整 ったので,日 本 企 業各 社 は半 導 体ICト ップの

NECを 追 い か けて生 産 体 制 の拡 充 に奔 走 す ることにな
った。む ろん,半 導 体

ICの 生 産 に はTI社 の他 に,WE社(ト ランジスタ,ダ イオー ドの構造 ・製法)及 び

FC社(シ リコンプ レーナ構造)と 特 許 使 用 契約 を結 ば ね ば な らなか
った。そのた

め 日本 企業 は特 許使用 契約 に よ り売上 の10%(WEに2%
,FCに4.5%,TIに

3.5%)を 支 払 う重 荷 を負 うこ とに な った のでお智
。

60年 代後半,日 本のIC需 要はコンピュータや電卓向けを中心に相当部分が

輸入によって満たされていた・特 に最大の需要先である電卓産業は特許問題を

回避するために月間10万 個単位でICを 輸入 していた
。60年 代末 に トランジ

スタラジオ輸出国の地位を香港や台湾などの発展途上国に奪 われ
っっある中

で庵 卓 の生産 はlc技 術を駆使 した新 しい日本の轍 品として海外需要を中

心に急速に拡大 していた。 そこで,電 卓メーカーはICに 関する製法.構 造上

の特許問脚 錺 う トラブルを避けるため1こ
・特許問題を保証す る外国製lcへ

の依存を強めた。68年 に特許問題が決着を見た後 も
,日 本のIC輸 入額 は毎年

増加傾向を辿 り・ 第 嬢 のように71年 には蠕 の36%を 輸入品によって占有

されるに至 ったのである。 これは日本のICメ ーカーが電卓のLSI化 に追い付

けず・轍 鴨 度が高まったためで・71年 には輸纈 の実に65%が 電朝LSI

で あ っ た と い う。

日本 国 内 で も シ リコ ン トラ ン ジ ス タ は68年 に よ うや く本 格 的 に
!1_ち上 が っ
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第4表IC輸 出入

(単 位:万 個,億 円,円,%)

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

生産

25

103

210

476

432

590

946

1,099

1,047

1,762

1,900

内

要

国

需

43

14s

282

681

674

754

1,253

1,543

1,313

2,is2

2,140

輸 入

数量

ass

924

1,462

2,959

2,217

3,87?

11,296

12,083

8,105

23,664

20,806

金額

18

43

71

206

242

164

332

511

400

627

558

均
価
平
単

sss

467

4$8

s95

1,091

424

294

399

494

250

246

依存率

42

30

25

30

36

22

27

33

31

29

26

輸 出

数量

695

2,194

3,753

6,272

9,538

金額

26

67

135

227

317

縮 箆峯

輸出額

輸入額

8

3

4

6

7

1

3

Q
O

『
U

(資料)購 讐 灘 鞘 叢
1・一 比率鱗 ×1・・

た.そ の生 産 は69年 に ゲ ルマ ニ ウ ムを上 回 り・71年 の カ ラー テ レ ビを励 と

して大 半 の電 子機器 が トランジ スタ化 された こと もあ って急速 な拡 大を遂 げ

た.IC生 産 も66年 に始 ま り ・・年 以 降,工 業 化 が急 速 に進 展 して本 格 的 なIC

時 代 に突 入 した.だ がi米 国 の よ うな宇 宙 開発 や軍 用 とい った政艦 要 が欠如

していたため,ICメ ー カ ー は自社 の コ ン ピュー タに需要先 を限定 され,し か も

高い信頼性腰 求 されるコンピユータ1燗 発 したばかりの離ICを 敬駄 力雪

ちだ った。それ故,生 産 は伸 び悩 み,ICメ ー カ ー はいず れ も赤 字 に苦 しん だ。

この苦境 を克服 し,本 格 的 な量産 に入 る切 っ掛 け を提供 したのが電卓 とテ レビ

受 像機 で あ った。電朝ICはLSI数 個 か らな る騨 が 開 発 され た69年 頃 か

ら,テ レ ビ用 は カ ラー テ レ ビがIC化 され た72年 頃 か ら・ 生 産 が軌 道 に乗 っ

た.ま た そ の後 の電 子 機 器 の生 産 増加 や各種機器 の電子化 もlc生 産 を躍 進 さ

せ る こ とにな った ので ある。

米国 のIC産 業 が軍 需 に支 え られ て順 調 な発 展 を遂 げた一 方で,軍 需 を欠 く

日本 で は,よ うや く66年 に至 ってNECが 本 格 的 にIC事 業 に乗 り出す とい う
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第5表ICの 主な用途 と特徴

巨 類
主 な 用 途

設
備
投
資

開

発

費

集

積

度

量

産

性

そ の 他 の 特
闇

長 所

半
導
体
I
C

1
バ イ

7

翫 AV機 器,カ メ ラ,通 信機

大

中

大

小

良
低 雑 音,低 ドリフ ト

デ ジ
タル

電算機 計測機器 高 速一 一

MOS 電 卓,時 計,マ イ コ ン,

電 算 機 の メ モ リ

中
…

確

小 可

一

低消費電九 低価格
キ

混

合
I

C

薄 膜 通信機

一 闇囚 州 一㎜ 一 一 一 一」}一 一rド ーr隔 田 一一π_
一

叢編迅墾狸
厚 小劇 鼠メ自動車嚇AV機 ⊥ ⊥竺配 」蠣窪

(資料)『 電 子1二業年鑑1984』777頁 。
囮　 T㎜一一__

徴

烈

廟
勧
大
「壁
駕

編

有様 だった・そ轍 ・ 躰 のIC生 産 額 はssで はア メ リカの僅 か1割 にす ぎ

なか った ので あ る。 そ こで,日 本 企業 は高性 能 で米 企業 が 圧倒 的な優位 を誇 る

バ イポー ラICよ り もむ しろ新 タイ プで製 造 しや す いMOS
・ICを 戦略 的 に選

択 した・M・Sは バ イ ポ ー ラに比 べ て速度 な どの性能面 で はやや劣 る ものの
,

コ ス トダ ウ ン効 果 が大 き く量 産 向 きで
,消 費電 力 も少 な い こ とか ら ラジオや テ

レビな どの民生用電子機器 に最適 の半導体 であ った(第5表)
。 軍 需 の欠 如 か ら

日本 のICメ ー カ ー は民 生 用M・S・ICを 中 心 に 発展 せ ざ るを得 なか
ったカ∫,

電 卓 と カ ラー テ レ ビが そ のIC需 要 拡 大 の先導 役 を 粉 に果 た した
.特 に66年

に シ ャー プに よ って開 発 され たIC電 卓 はIC需 要 の 中心 と な り
,60年 代 末 以

降IC電 卓 の急 成 長 が 日本 のIC生 産 を牽 引 す る こ とに な った
。70年 代 に入 る

と・ 民 生 用分 野 で は融 の他 に時計 ,カ メ ラ,か デ ィオ な ど も大 。の需 要 先

とな ったがsコ ン ピュー タや計 測 機 な どの産 業用電 子機器 も次第 にIC需 要 を

増大 させ た。 そ の結 果,日 本 企 業 は小 型 ・軽 量 化 に不 可欠 な高集積化 に優れ る

MOS・ICで 競争 力 を蓄積 す る こ とにな るの である
。

[2]IC工 業 化 の成 功

シ リコ ン トラ ン ジ ス タで後 れ を取 った 日本 がICで 急 速 に 台 頭 したの はIC

電 卓 を開発 した ことに よ る。 も しIC電 車 が米 国 で誕 生 して いれ ば
,米 国 はあ



(300)

らゆる半導体技術で圧倒

的 な優位 に立 ち・ 日本企 生慶台数

業に追い上 げ られ ること 蝋:1(淵

もな か った に違 い な い 。

さ て,64年3月 に シ ャー10 ,000

プ(当 時 は 早 川 電 機)と ソ

ニ ー が 世 界 初 の ト ラ ン ジ

ス タ電 卓 を 発 表 して 以 来,
1.000

その小 型化 ・低 価 格 化 が500
(3G)

急速 に進展す るに至 った。

次 いで シ ャー プ は電 卓 の

IC化 に取 り組 み,66年1

月 に バ イ ポ ー ラIC145個

を 使 っ たIC電 卓 を 試 作

し,67年2月 に は実 用 機

(IC28個 使 用)の 発 売 に 漕

ぎ着 けた。だ が,第1号 機(資 料)

に使 用 さ れ た バ イ ポ ー ラ
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第3図 日本 の電 卓生産

平均 単価

(単位 二1000ilD

6fi6870

『カ イ シ ャ』68頁 。

goo

は高集積化 に限度 があ り,小 型 化 を指 向 す る電 卓 に は不 向 きであった・一方・

MOS.ICは 高 集 積 化 が容 易 で電 卓に は最 適 だ ったが,未 だ 実 用化 の段 階 に至

らず,学 界 で も否 定 的 な 意 見 が 多 か った。 シ ャープ は技術 的 に先 行 していた

NECと 日立 にMOS・ICの 開 発 を依 頼 し,67年12月 にMOS・IC電 卓 の第1

号機 を ど うにか完 成 させ た.こ の電 卓 はM・S・IC35個 を使 用 し・4キ ロ と軽

量 で,値 段 も23万 円 と,バ イ ポ ー ラ電卓 よ り1・ 万 円 も安 く・本 格 的 蝿 轍
(37)

争の幕開けとなったのである(第3図)。

これに対 して電卓の出現により瀕死の打撃を被 ったカシオ計算機(機 械式計

算機の最大手)も65年9月 の トランジスタ電卓開発を皮切 りに,次 々と新製品

を市場に送 り出して対抗 した。その結果 鏑を削 るような電卓戦争が展開され,
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第6衷 日本の用途別IC需 要

(単位:%)

1969年 1970年 1971年

コ ン ピ ュ ー タ ・同 端 末 28.6 35.0

}

34.i

電 卓 53.4 42.2

『

31.9

通 信 機 器 2.4 s.s 7.2

計 測 器 ・ そ の 他 7.5 5.4 s.g

産 業 用 機 器 評
一

旧

92.8 89.5

『-

SQ.2

テ レ ビ,ラ ジ オ,ス テ レオ 7.5 9.9

　

18.3
-_

1.3そ の 他(楽 器 等) } 0.4

民 生 用 計 7.5 XO.3 X9.7

蕎 評 100 loo

一

100
___」

(資料)r電 臼 葉 年鑑1971-72』713頁 。

第7表 日本 の用途別IC需 要

(単 位:%)

電

通

計

電

自

時

力

そ

1974 1975 197fi

ン ピ ュ ー タ関 連 機 器

卓

信 機 器

測 器

子 応 用 機 器

レ ビ ・ ビ デ オ 機 器

ジオ ・オー デ ィオ機器

35.5

3a.0

8.6

5.3

0.7

9.4

6.2

37.0

27.0

9.2

4.5

0.8

9.5

5.8

39.2

21.3

9.4

4.2

1.0

10.6

6.5

(小 計) 95.7 93.8 92.2

動 車

計

メ ラ

の 他

2.0

4.3

0.3

1.7

2.4

1.7

0.5

1.6

2.?

2.2

0.7

2.2

(小 言D 4.3 s.2 7.s

合 計 100.0 ioo.o 100.0
____剛____㎞___」

(資料)『 電 子工業年鑑1977』650頁 。

その他 は自動制御機器,自 動 販売機 ,電 子レジス
タ,家 電,ゲ ームマシ ンな ど。

(299)

コ ン ピュ ー タ用ICで 細 々

と 食 い っ な い で い たIC

メー カー に大 規 模 な民 生 用

IC市 場 を 提 供 す る こ と に

な っ た。 更 に シ ャ ー プ は

LSI化 に よ り電 卓 の小 型 ・

低価 格 化 を 図 ろうと日立,

NEC,三 菱i電 機 にLSIの

開 発 と生 産 を依 頼 したが,

3社 は開発 に は応 じた もの

の,生 産 の受 注 を断 って き

た。 よ うや く米 ロックウェ

ル社 か ら電 卓 用LSIの 開

発 と供 給 を受 け,シ ャー プ

は69年3月 にMOS・LSI

電 卓 の 第1号 機 を 発 売 し

た。 これ はLSI4個 とIC1

個 を 使 用 しf価 格 も9万

9,800円 と 初 め て10万 円

の大 台 を切 る とい う画 期 的

(38)

な電卓 だ った。

だが,こ れ を契機 に国 内

電 卓 メ ー カー が シャープに

追随 して一斉 に対米輸入 に

飛 び付 い た た めY米 国 製

ICが 日本 市 場 に ど っ と流

入 し,忽 ち電 卓 用IC,LSI

の90%近 く を 奪 っ て し ま
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い,国 内ICメ+は 重大な窮地に陥喫.騨 醐 は第6表 及び第7表 の

よ うに半導体企業 にとって最 櫨 要 な市場だ ったか ら・ これは甚だ深刻 な問題

であ った。む ろん,日 本企 業 も70年 以 降LSI生 産設 備 へ の投 資 を実 施 し,必

死 に防戦 に努 め たが瀾 発 九 技 術 力,醗 力 に お け る彼 我 の 差 が大 きす ぎて・

事態 の好転 はほとん ど望 み薄 だ った。

しか しなが ら突然の天佑 が この窮地を救 った。 即 ち,71年 に安 い米 国製IC

を組 み込 ん だ騨 に トラブルが続 出 し,電 卓 メー カ ー は糧 の ク レー ム と返品

を抱え,パ ニ ・ソク状 態 に陥 った。 これ らの米国製ICは 主 と して東南 ア ジアの

低 賃 金 国 で生産 された ものであ った.米lcメ ー カー は低 賃 金 国 に工 場 腱 設

す る際 低 コス トに重点 を置 き,品 質管 理 へ の配 慮 を怠 った か ら,製 造 過程 で

の ミスや欠 陥 要 因(ゴ ミ}キ ズ,汚 れ)を 事 前 に排 除 で きず,不 良 品 の大量 発 生 を

招 いた ので あ る.こ の トラブル は1年 足 らず で終 息 を肚 が・ この騨 の瀞 戸

で倒産 や業鷹 化 に陥 る企業 が続 出す る0方 で・ 躰 製lcを 使 って い 縄 卓

メー カ ーは逆 に業績 を目覚 ま しく拡大 した。その典型 が カシオ計算機で,72年

8月,販 売 価格1万2,goo円 の ミニ電 卓 を発 売 し,10ヵ 月 で10万 台 を販売 し,

誰 もが1台 持てる電卓の辮 代を切 り開し1喫.当 初はオモチャのようなものと

馬鹿にしていた他の電卓 メーか もようや く電卓の大衆化 という新 しい潮流}こ

気付き,本 腰を入れ始蹴 ので,安 い米国製lcの 氾濫で低迷を強い られてき

た国内ICメ ーカーは完全に息を吹 き返 した。 つまり,電 卓は立ち後れていた

日本の半導体産業に唯0の 巨大な市場を提供 し,ICか らLSIへ の迅速な移行
く　　

を可能 に した救世主であ った といえ る。

む ろん,電 子 時計 も初 期 に お け るIC需 要 の重 要 な一 翼 を担 った。 電 子 腕時

計 は69年 に 日本 の セ イ コ ー グル ー プ に よ って世界 で初 めて開発 された。セ イ

コーは電子腕時計 に最適 な低消費電 力のC-MOS・IC(相 補型金属酸化膜半導体)

の開 発 を大 手半 導 体 メー カ ー に依頼 したが,電 子 時計 の将 来性 が不確 定 だ との

理 由で断 られて しまった。そ こで,仕 方 な く米 企 業 に発 注 した ところ,69年 に

納 入 され たC-MOS・ICは 半 分 以 上 が不 良 品 とい う深 刻 な 問題 に陥 った。 こう

した内憂外患 に直面 して,同 社 は71年 か ら 自社生 産 に踏 切 ったが,予 想 外 の高
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第8表 電子時計原価の推移

(単{立ドノレ)

1＼ 一=一_ 、＼
騨』_

1972 1975

水

c-MOs

l
時 計 ケ ー

液品 デ ィスプ レー

バ ッ テ リ

労 働 コ ス
『}--㎜ 一

晶

ス

ー

ト

3.00

10.00

4.00

3.00

0.80

5.ao

i.50

2.50

2.00

1.00

x.50

1.00

10.50製 造 コ ス ト
　 闇 「『 一鯛 一 一 一 一 一一 一_一__一_ ___ユ_

計 33.30
■

}

(資料)『 電 子L業 年鑑1973』831頁 。

0297)

い歩 留 り率 を確 保 し,73年 に はLEIを 開 発

し・更 に は超LSIメ ー カー と して も活躍 す る

基盤を築いたので認.こ うして電子時計は

第8表 の よ うに製造 コス トを大 幅 に引 き下 げ

ることができた。

一方
,米 企 業 は外 部 か らの ノ イズ や シ ョ・ソ

クに弱 いMOS・ICを 非 実 用 的 と看 倣 して敬

遠 した。とい うの も,米 国 のIC生 産 は ほ とん

どが 軍 用 で,信 頼 性 が 最 優 先 され た か ら
,

M・S・ICに 対 しては働 て冷灘 ったので魂 しか し69 -7。 年頃のLSI

出現 と共 に,MOSメ モ リの生産 が 世 界 的 に急 増 した
。

折 り し樋 産省の超高速電 子計簸 研究 プ・ ジェク トでM・Sメ モ リを担 当

す る こ とに な っ たNECは,メ モ リの トップ ・メ ー カ ー で あ るイ ンテ ルのP

チ ャ ンネル と は異 な るNチ ャ ンネルの開 発 を1指 す ことに な
った.Pチ ャ ンネ

ル は演算 速 度 が遅 い反 面,生 産技 術 が簡 単 で生 産 費 も安 い。一方 ,Nチ ャ ンネ

ル は演 算 速 度 が速 く集積 度 を高 めやす い反面
1多 大 な技 術 的 困 難 を伴 って い

た・ だ が・NECは 壁 化 によ りNとPの コス 嵯 は解 消 す ると して
,演 算速

度 の速 いNチ ャ ンネル を選択 し,72年 にN-MOSIKメ モ リ,74年 にN-MOS

4Kメ モ リ(イ ンテルやTIの もの と互換)を 発 表 した
。 しか も品質 や信 頼性 を向上

させ るために製造工程の 自動化や品質管理を徹底 させた
。即 ち,自 動 化 に関 し

て は,71年 に 自動 化 推進 部 とCAD(コ ンピュータを使 った設計)部 を設 置 し,工

場 の酬 移 転 に よ って コス ト削 減を図 ろ うと して .一品 の頻 発 を招 いた米企 業

の轍 を踏 まぬよ う汰 胆 な自動化 を雛 した
.ま た,品 質 管 理 に関 して はTQC

(全社 的品質管理)に 加 えて・ 世界 で初 めて 空気 中 の塵 を最小限 に抑え る作業場

を作 るなど清浄度管理 を実施 した。これ らの成果 に基づ いて,NECは 歩留 りの

良 い製 造 技 術 を確 立 し,世 界最 高水 準 の品 質 を維 持 したので
,同 社 の4Kメ モ

リは昧 両市場でベス トセラーとな喫 .NECは7・ 年代醐73年 まで半導

体売塙 で日立の優位を許 していたが,こ れ らのr^軸 や積極策により再び首
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(45)

位 を奪回す ることがで きたのであ る。

更 にMPU(マ イクロプロセ ッサー)が71年 にイ ンテル に よ って開 発 され る と,

72年 にNECも 独 自にMPUを 開 発 し,当 初 は社 内用 に,73年 以 降 は市 販 を も

開 始 した。最 初 は4ビ ッ トで 電 子 キ ャ ッ シ ュ レジ ス タ用 が ほとん どであ った

が,や が て家 電 製 品 全般 に搭 載 され るよ うにな った。だが,8ビ ッ トMPUに な

る と,NECは 米 企業 に大 き く引 き離 され る よ うになった。4ビ ッ トの ユ ー ザ ー

は 日本 の家 電 メ ーカーが中心で,相 互 の信 頼 関 係 か らセ カ ン ドソース(2次 供給

者)を 必 要 と しなか った。一 方,8ビ ッ トMPUは 当 時,国 内需 要 が ほ とん どな

く,対 米輸 出 もセ カ ン ドソー スを持 たぬ ことか ら著 しく困難で あ った。そこで,

日本 企 業 は8ビ ッ トMPUに つ いて は米 企 業 の セ カ ン ドソー ス路線 を採 り,

NECも イ ンテル のセ カ ン ドソー ス生 産 に甘 ん じた。だが,16ビ ッ トや32ビ ッ

トの 時代 にな る と,NECはVシ リー ズを発 表 して独 自路 線 に復帰 し,日 米両 市

場 に セ カ ン ドソー スを持 つ ことにな る。

ところで,74年 にIC産 業 の輸 入 と資本 が 自由化 され た が,70～74年 頃 まで

の 日本 企 業 は高 品 質 のLSIを 生 産 で きず,電 卓 用LSIは 米 企 業 か ら調 達 す る

しか な か った。 しか るに自由化後,米 国 製LSIの 不良 品 問 題 が発 生 し,日 本 市

場 に お け る米 企 業 の シ ェア はむ しろ逆 に低下 した。71年 に はMOS・LSI市 場

の74%が 輸 入 品 に よ って 占め られ て い たが,72年 に入 ってか らは国産MOS・

(46)

LSIに よる電卓市場の奪回が急速に進んだ。72年 後半か ら日立,NEC,三 菱の

国内メーカーが相次いでLSIの 量産化に成功 し,急 速にシェアを奪回 した。と

いうのも,軍 需用ICは 大量に作ってその中か ら選 り抜きのものを納入 し,残

りの不良品 も経費明細があれば代金を得 られたので,軍 需用中心の米企業は不

良品や材料の無駄を排除する努力を怠 ったからである。 これに対 して日本企業

は製造中に品質を作 り込む努力を積み重ねた。そ して,日 本企業の民生用指向

はやがて大 きな成果を探 り当てる。電卓や電子時計 などの民生用電子機器が

ICに 大規模な市場を提供 したのである。 その結果,72年 のIC輸 入は70年 を

下回り,輸 入依存率 も過去最低の22%に まで低下 した。 そのために70年 代に

労働 コス トが上昇 した時,日 本企業は生産能力拡大や自動化によって単位 コス
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トと欠陥率を削減 し,米 企業の技術的優位を完全に相殺することができた。っ

まり,日 本企業は民生用指向により70年 代末までに資本集約的大量生産体制
(47)

と低 コス ト・高品質戦略を確 立し,国 際競 争 力 を強化 したの で あ る。

[3〕IC化 のメ リッ ト

では,何 故このように急激なICの 工業化が進展 したのか。それはIC化 には

次のようなメリットがあったか らである。第1に,小 型 ・軽量化が可能になる。

第2に,ICは 信頼性の目覚 ましい向上を・」能 にす る。ICで は数多い部品が1

つの連続 した薄膜あるいは半導体内に組み込 まれることから部品の結線数を大

幅に削減できた。従来の電子機器の故障要因は各種部品の結線部分にあったの

で,結 線 の減少は故障の低減を中心 とする信頼度の向hに 繋がるのである。 し

か も総合的な工程の縮減,部 品材料の種類 ・使用度数が少な くなるために故障

原因が単純化 され,信 頼度の試験 ・推定 も容易となり,信 頼性は飛躍的に向上

した。 第3に,ICは 価格低減にも威力を発揮 した。 価格低減は個別部品をIC

に置き換えることによって実現できた。写真技術を利用 したフォ トエッチング

によるIC製 造法は1回 の処理によって数百,数 千個の電子回路を生産 し,個

別部品 に換算すると数万,数 十万の部品や配線を一挙 に作 り込むことがで き

る。従 って,個 別部品の自動組立が実現 しても,こ のフォ トエッチングによる
(48)

配線 にはコス ト的 に全 く対抗 で きなか ったのである。

実際ICの 量 産 化 と共 に,そ の単価 が下 落 し始 め,日 本 で も67年 頃 か らコ ン

ピ ュー タや電 卓 で は個 別 部品 の組 立 よ りICを 採 用 した 方 が経 済 的 に有 利 に

な った。 日本 のIC需 要 は宇 宙 開発 や軍 用電 子 機 器 の需要 が少 な く,用 途 が民

生 用 と産 業 用 に限 られ た ために,特 にIC化 に伴 う経 済 性 の メ リ ッ トが 重 視 さ

れ た。

電子機器のIC化 は急 速 で,ま ず 第3世 代 を迎 え た コ ン ピュー タのIC化 が進

展 した。 次 いで 電 卓 のIC化 が急速 に進 み,生 産 コ ス トの 引下 げや信 頼 性 の向

上 によるアフ ターサー ビスコス トの低減 な どの メ リッ トが得 られ,従 来 の個 別

部 品 によ る組1よ りも経 済 的優 位 性 を持 つ こ とがで きた。 トラ ンジスタ工業化
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の初 期 に トラ ン ジス タラ ジ

オの製 品化 の成功 が半導 体

産 業 の発 展 を需要 面 か ら支

え る先 導 的役 割 を果 た した

ように,今 度 は電卓 がIC産

業 に対 す る需 要 面 か らの牽

引車 とな った。この電卓 によ

る旺盛 なIC需 要 は従 来 の個

別 部 品 に よ る組 立 よ りもIC

を採 用 した方 が経 済 的 に有

利 に な る とい うメ リッ トの

故 であ る。電卓 は第9表 の よ

うにIC化 に よ って部 品 点 数

や ハ ン ダ付 け 箇 所 が 大 幅 に

削減 された。電卓 は トラ ンジ

ス タ式 か らIC式 へ の転 換 に

よ り部 品 点 数 を5分 の1以

下,ハ ンダ付 け箇所 も半分 に

減 少 させ たが,LSI式 に な る

と そ れ ぞ れ 更 に10分 の1,

11分 の1に 削 減 させ た の で

あ る。資料 は異 なるが,66年

製 トラ ンジ ス タ電 卓 と71年

製LSI電 卓 を 比 べ れ ば,第

10表 の よ う に 部 品 点 数 は

4,900か ら29,ハ ンダ付 け箇

所 も21,600か ら935と 激 減

して い るこ とが分 る。この た
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第9表14桁 電卓の部品推移

機種
部品

トラ ンジス タ電 卓 IC電 卓 LSI電 卓

部 品 点 数 8,500 1,600 165

ハンダ付箇所 20,000 10,000 945

(資料)『 電子工業年鑑1971-72』703頁 。

第10表 電卓 にお ける部 品点数 の推 移

響

画計匹 ダ砺 箇所

(1966年) (1971年)

ラ ンジス タ電 卓 LSI電 卓

400(個)

soo

3,000

900

0

0

1(個)

5

10

3

L9

國

4.gooI29
…

21,600箇 所 935箇 所

(資料)『 電子丁業年鑑1974』844頁 。

第4図 電 卓 のIC化

姓 産コストの低減%B生 産構成の変イヒ

〔万円)

25

02

01

従
・釆
方

式

　料資(

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

1

、

、

1従I

C来C

場化 方 場化

合の 式 合の

『電 子 工 業 年 鑑1968』471頁 。

IC

トラ ンジス タ

ダイオー ド

そ

の
他

の
部

品

労務費

その他の経費
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第11衷 電卓 用MOS・IC価 格 の

推移(指 数)
閃
＼ コ

＼
＼ SSIiLSI
＼、
＼

1967年 上期 100 一 闇一

ド期 sy 一 一

1968年 上 期 62 　 一

ド期 58 一

1969年 上期 53 一㎜

下期 47 一一『

197p年1_ 38 …

ド期 31 100

1971年 上期 23 68

ド期17 43

1972年 上塑上 … 35

(資料)

第12表

0293)

電子計算機における使用部品数の

推移

電卓1台 当
り のIC使

里壁 一

65(SSI)

35(SSI)

6(LSI)

4(LSI)

Z(LSI)

1(LSI}

藁≒霧轄蕪
一 一一 一一 一 一一一 一 十 一一一 一一 一一 一 一

IC化 大 型

計 算機

9,000個

『電}二工業年鑑1973』829頁 。(資 料)『 電1乙r業 年鑑1971 -72』705頁 。

第5図IC化 に よ る 直 接 作 業 時 間 の 短 縮(カ ラ ー テ レ ビ)

直接作嚢時間

020406080100

トランジスタ式

[13型90度偏向〕

モ ノリシック1Cの

比 前が高い七 ット

そ の 他 の コ ン デ ンサ47,000 3,000

炭 素 被 膜 抵 抗 器155,000 23,000

パ ル ス ト ラ ン ス2
,000 11,000

コ ネ ク タ5 ,000 soOO

ト ラ ン ジ ス タ52,000 9,000

ダ イ オ ー ド177,000 22,000

IC--45,000

合 計`49,000'1 22,000
-一

キャビ

ネット

組み立て

故
障
発

手
直
し

(資料)r電 子・工 業年鑑1975』824頁 。

め第4図 の よ うにIC化 に よ って電 卓 の コス トは大 幅 に低下 した。 むろん,そ

の背 景 に は第11表 の如 くICの 急 速 な価 格 下 落 と高 集 積 化 が あ った。 こう して

組 立配線 コス トの節減,個 別 部 晶接 続 点 の減 少 に よ る信 頼性 の向上,ア フ ター

サ ー ビス コ ス トの 改善 な どが実現 され ることか ら,ICの 採 否 は電 子 機 器 コ ス

(49)

トの格差を決定的に左右する鍵となったのである。

IC化 に伴 う生産 コス トの改善 はIC価 格の下落 と共に多 くの電子機器にも経

済的 メ リットを与 えるよ うになった。民生用機器のIC化 は60年 代末以降の
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トランジスタ式

〔撃甥c5謝

第6図 信頼性の比較(カ ラーテ レビ)

(トラ ンジスタ式 の故障率 を100と した ときの比較)

故障率

02040qo8,100
...._-J

ダ コ

トラ ンジスタ

イ

オ 抵抗
ン

デ 配線 その他部品
L ン

ト サ
''

'

ノ

ハ イブ リッ ドを含む

ICカ ラー ・テ レビ

20型110度 偏 向

モ ノリシ ックIC7個

ハ イブ リッ ドIC8個

、トラ ンジス タ16個

ハ イブ リッ ドを含まない

ICカ ラー ・テ レビ

(讐騨31糧 〕

r

トランジス タ
モ ノリシ

ッ71C

ハ イブ リ

ッ ドIC
その他部品

ダイオー ト

抵抗

一 毘 野
デンサ/

'

トラ ンジス タ
モ ノリシ

ックIC

望

マ
ド

その他部品

抵抗」 μ 配線

コ ンデ ンサ

(資料)『 電子工業年鑑1975』824頁 。

IC価 格 の下 落 に よ って70
(50)

年代 に大 き く進展 した。例

えば,電 子 時計 も前 出の第

8表 の よ うにC-MOS・IC

価 格 の 大 幅 な 低 下 に よ っ

て 製 造 コス トが激減 した。

また,大 型 コ ン ピュー タは

第12表 の よ う にIC化 に

よ って 部 品点 数 が4分 の1

に な って い る。更 に カ ラー

第13表 カラーテ レ ビにお ける部 品点数 の推 移(1972)

(東 芝,日 立,松 下20型 の平 均値)

隠ンジ坐 謁
ダ イ オ ー ド3

抵 抗 器[

コ ンデ ンヅ
1

ト ラ ン ス
　

コ イ ル1

ICテ レ ビ

口 「一一 ・6
(資料)『 電 子n業 年鑑1974』844貝 。

67

394

293

27

62

⊥

10(個)

24

39

248

215

網
56

42

37

27

1641

3052

r-一 一一 一 一一

36740
--1-… 一 一

テ レビで もIC化 は第5図 の よ うに直 接 作 業 時 間 を大 幅 に短縮 させ,第6図 の

よ うに故 障率 を削減 して信 頼性 を向上させ ることにな った。72年 時点 にお け る

東 芝,日 立,松 下 の3社 の カ ラー テ レ ビ部 品 点数 は第13表 の よ うに トラ ンジス

タ式 か らIC式 へ の転 換 に よ って40%も 減 少 して い るので あ る。
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第7図 世界の主要地域における用途別IC需 要構成

(1.209億 チ『D(2 ,688億Fl)(%)
100

コ ン ピ ュー タ

関 連 機 器80

075年80年

(3,192億 円)X4 ,860億{X11(%)

1(}0

コ ンピ ュ ー タ関 連機 器80

リ 計測 器 ,

1_Jそ の 他 産 業 用 電 磯 器40

自動 車 ・時 計 ・そ の他

75年80年

(1,274億F垂)(2 ,812億f'1)(%)

ヨ

iコ ン ピ
ュ ー 燗 連 嬬

,1

ビヂオ ・オーデ ィオ機器

75研・80{ギ

(資 料)『 電 子1二業 年 鑑1977』650頁 。

ヨ ー ロ ッパ3力 国 は イ ギ リス
,西 ドイ ツ,フ ラ ン

ス 。

0291)

次 にICの 需 要 分 野 を見

る とt前 出 の第6表 と第7

表 の よ う に69～70年 に は

電卓 が最 大 で,コ ンピュ ー

タが これ に次 ぎ,こ の2っ

の みで3分 の2以 上 を 占め

て いた。 電卓 と コ ンピュー

タの シェア は71年 に逆 転

し,そ の後 は差 が拡 大 して

い る。特 筆 す べ き こ と は

IC需 要 先 と して の 電 卓 の

重 要 性 が第7図 の如 く日本

に のみ特 徴 的 な こ とだ った

点 で あ る。電 卓 は 日本 の

IC産 業 が60年 代 末 か ら

70年 代 初 め に か け て 軌 道

に乗 る までの間}需 要 面 か

ら支 え る と い う大 きな役割

を果 た してい る。 む ろん,

民 生 用 電 子 機 器 のIC化 も

第14表 の よ う に71年 まで に はか な り進 ん だ。特 に テ レビのIC化 な どを 中'L、

に民生 用 も71年 か らは シ ェアを急 速 に高 あて し1碧。

こ う して 日本 のIC生 産 額 は66年5 .8億 円 か ら74年 の1,255億 円(3 .4億 個)

へ,ま た 半導 体ICは3 .3億 円(29万 個)か ら本 格 的 な工 業 化 を迎 え た68年 に は

103億 円(1,988万 個で米国の15%) ,そ して74年 に は1,099億 円(3億 個)へ と増

加 した。特 に75年 に はICが 生 産額 で トラ ンジス タを凌 駕 し,以 後 半導 体 の中

心 とな る。 平均 単価 は66～75年 に1 ,114円 か ら347円 に大 き く下 落 して い る。

種 類 別 で は,MOSが 数 量 の シェ アで は半 減 したが,金 額 の シェ アで は上 昇 し
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第14表 民 生用電 子機器 のIC化 率

(%,1971年1月 現在,主 要6社)

A(1) B(2) C(3} D(3) Etl) F(11
一

FM/AMラ ジ オ

AMラ ジ オ

カ セ ッ ト テ レ コ

オ ー プ ン リー ル テ レコ

ス テ レ オ

カ ラ ー テ レ ビ

白 黒 テ レ ビ

50^60

50^60

60～70

60～70

50^-60

20^-30

30^-40

50

50

75

80

40～80

so

50

75

80

75

10

sa

60

{

L

65

30

so

60

40

5

-

_一 一一

20

25

30

30

25

}2・
　

35

so

40

40

10%以 下

一

一

J一

鍮 賢購 羅 籍 協 ヒ騰 濃 。,クに分割)
③ 能動部品における比較

て 過 半 を 占 あ た 。 と い うの も,平 均 単 価 が71～75年 に リニ ア は237円 か ら177

円,バ イ ポ ー ラ デ ジ タル も516円 か ら284円 に低 下 した が,MOSは428円 か

ら784円 に上 昇 した か らで あ る。 これ は電 卓 ・時 計 用LSIや メ モ リの 需 要 増 に
(52)

支 え られ,MOSの 高 集 積 化 が急 速 に進 展 したか らで あ る。例 えば,MOSの

LSI化 率(金 額)は70年 の4%か ら75年 の91%へ と急 上 昇 して い る。ICの 輸

出 も73年 に始 ま り,75年 に は135億 円(輸 人額400億 円の3分 の1)に 達 した。

一 方 ,ICの 輸 入 は輸 入割 当品 目で あ った に もかかわ らず,67年 の18億 円か ら

74年 の511億 円 へ と激増 して い る。

IVME革 命

[1]ME化 の進 展

この時 期 の特 徴 はマ イ ク ロエ レク トロニクス(ME)革 命 が急 速 に進 展 した こ

とに あ る。特 にマイコ ンの出現 は コンピュー タを1っ の部 品 と して各 種機 械 に

組 み込 み,そ の 自己制御 を 可能 にす ると共 に,思 い切 った超 小 型 化 と低 価格 化

を実 現 した。 マイ コンは他産業 にお ける新製 品開発,高 付 加価 値 化,生 産 性 の

向上 や省 エ ネな どを促 し,経 済 全 般 に大 きな イ ンパ ク トを与え た。ME化 は生

活 の質 の向上 や 石油 危機 後 の省資源 ・省 エネな どの要請 と,こ れ に対 応 す るエ
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レ ク トロ ニ ク ス技 術 の 進 歩 が 相 俊 って
,急 速 に進 展 した 。 民 生 用 電 子 機 器 を例

に挙 げ れ ば ・4ビ ッ ト1チ ッ プ マ イ コ ンが テ レ ビ
,VTR,プ ・ グ ラ ム タ イ マ ー,

チ ュ ー ナ ー,プ レヤ ー,カ セ ッ トデ ッキ,電 子 レ ン ジ,電 子 オ ー ブ ン,炊 飯 器,

冷蔵鼠 エアコン読 灘 などに広 く応用されて認 。

思 えば・キル ビーが初めて製作 したICは トラ ンジス タ2個
,抵 抗6個,コ ン

デ ンサ2個 か らな る素 子 数 僅 か10個 の単 純 な ものだ った
。 しか しICは 数 ミ リ

角 の シ リコ ン板 上 に10万 個 以 上 の素 子 を作 り込 む超LSIの 時 代 を迎 え
,ど ん

な電 子機 器 も小 型 化 ・軽 量 化 が可能 とな った。 しか もICは 集積 度 が 高 くなれ

ば な る ほ ど単位機能 当た りコス トが低下 し,量 産 す れ ば す るほ ど安 価 に な る。

その結果,マ イ コ ンの よ うな複雑 な電 子 回路 もICl個 に納 り
,価 格 も非 常 に

安 くな った の で,例 え ば,テ レ ビな ど に もマ イ コ ンが組 み込 まれ番組予約 な ど

の便利 な機能が付加 され るよ う1こな った ので(54)
。

ICは73年 秋 の石 油 シ ョ ックに伴 う不 況 に よ って減産 に陥 ったが,75年 後 半

には底 に達 し,76年 以 降 の輸 出増 に伴 う電 子産 業 全 般の活況 によ って,77年 か

ら再 び高 成長 期 に入 った。 だが,77年 以 降 の需要 増 加 は,過 去 の カ ラーテ レビ

の よ うな ブ ー ム的 な ものではな く,家 電 製 品 の電 子 化 や産 業 用 電子 機器 の好調

と,国 産 品 に よ る輸 入 品代 替 な どに依存 して いた。半導 体ICの 中 で もMOS.

ICの 生産 は78年 以 降 メ モ リ(16KDRAM)やMPUの 急 成 長 に よ り目覚 ま し

く拡 大 した。 また リニアICの 生産 はVTR ,カ メ ラ,自 動 車 用 な どの新 規 需要

に 支 え られて堅調 に推移 した。 さ らにバイポ ラデ ジタルICは コ ン ピ
ュー一タ及

び端 末 用 に 旺盛 な需要 が あ ったが,国 内生 産 能 力 の不 足 か ら供 給 が追 い付 か

ず,輸 入 が 急増 した。 もちろん,こ れ は 日本 企 業 がMOSへ の設備 投 資 を偏 重

してきた結果であったとい霧 。

81年 に は民 生 用 部 門 で はVTRが 躍 進 して1兆 円産 業 とな り
,産 業用 部 門 も

ワー プ ロ・ フ ァ クシ ミリ等 のOA関 連 機 器 コ ン ピュー タ等 が 着実 な発展を遂

げた。ICは 産 業 の コ メ と して広 範 な分野 に浸透 し,メ カ トロ化 な ど大 き なイ ン

パ ク トを与 えて いる
。とはいえ,リ ニ アICはVTRの 生産 増 大 に よ り好 調 だ っ

たが,MOS・ICは メ モ リ価 格 の 下落 で生 産 量 の増 大 に もかかわ らず生産額 は
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あまり増加 しなかった。 半導体

ICの 生産 は82年 も世界的な不

況,民 生用部門の不振,量 産に

よる価格下落などのために低成
くら　　

長 に止 ま ってい る。 特 に リニア

ICは 需 要 の8割 を 民 生 用 部 門

に依 存 して い た の で,VTRの

高 成 長 が終 わ り,オ ー デ ィオ な

ど他 の民 生 用 機 器 も低迷 したた

め,大 幅 な 減 産 と な っ た。

MOS・ICの み は メ モ リ新 製 品

の64KDRAM需 要 が 急 増 し た

た め比較 的 好調 だ った。 リニア

ICの 生 産 も83年 に入 って,民

生 用 部 門 の需 要 回復 か ら増 加 に

転 じた。 しか しなが ら,84年 に

はIC生 産 が 米 国 の パ ソ コ ン需

要 の減 退 や 全般的な景気低迷 か

ら大幅 に鈍化 す ると同時 に,日

米 半導 体 摩 擦 が激 化 す る。 更 に

85年 に はIC産 業 は 世 界 半導 体

不 況 に遭 遇 し,石 油 シ ョックの

影 響 を被 った75年 以 来10年 ぶ

第15表 半導体ICの 生産推移

融＼」
数 量
(千個)

7fi fi24,524

77 758,471

78 1,120,027

79 1,fi94,345

SO 2,542,990

81 3,334,365

82 4,173,534

83 5,950,644

84 9,178,587

85 8,990,660

金 額

(百 万 円)

176,217

185,233

25i,6goi

343,202

515,624

621,965

743,813

1,039,293

1,828,019

1,677,373

(資 料)『 電 子 工 業庫 鑑1987』750頁 。

第16表

単純平均単価
(円)

282

244

225

243

203

187

178

175

199

187

半導体IC品 種別生産額推移

(単位:百 万円,%)

鷺
78

79

80

81

82

83

84

85

31.4

27.9

25.9

30.2

23.8

21.4

18.1

20.9

毒;霞
19.1145.9
16.352.3

14.957.2

14.160.O

l5.254.6

17.5158.7

14.8163.9

14.2167.5

15.363.8

　

621,968

743,813

1,039,293

1,828,019

1,677,373

185,233

251,690

343,202

515,624

L__.____._._______一 一 」

(資料)『 電 弄L業 年鑑1987』751頁 。

くらの

りの前年実績割 れ という深刻な不況 に陥 ったのであ る。

ともあれ,半 導体ICの 生 産 は第15表 の よ うに76年 の1,762億 円(6.2億 個)

か ら83年 に1兆 円 を超 え,84年 に は1兆8,280億 円(92億 個)に 達 した が,85

年 に は1兆s774億 円(90万 個)と75年 以 来 の前年 割 れ とな った。ICの 平 均 単

価 は76～85年 に282円 か ら187円 に低下 して い る。 また,MOSの 生 産 額 は第
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16表 の よ う に75年 に 半 導 体ICの49%だ っ た が
,84年68%,85年64%と3

分の2を 占めるまでにな浬 。

ところで,日 本 の半導 体産 業 は70年 代 末 まで に従来 の民生 用IC中 心 か らコ

ン ピュー タ ・電 気通 信 用IC中 心 へ と転 換 を遂 げ た
。特 に76～80年 の超LSI研

究齢 プロジ嘱 トは半導体 ・コンピユータ産業の競勒 を強化する上で重要

な役割を果 た した。 そ して,対 米 輸 出 の増 大 が これ を需 要面 か ら促進 した。米

国大手流通業者 は76年 以 前 に はマ ー ジ ンが 低 く,メ モ リやMPUを 大 量 か っ

継 続 的 に供給 で きな い 日本企業 との取 引を敬遠 した。 だが,こ う した状 況 は 日

本 企 業 が技 術 と生産能力 を高め ると共 に一変す る。NEC,富 士 通,日 立,東 芝

の各 社 は米 国 内 に広範 な流通 網 を構築 し,78年 以 降 の メ モ リ需 要 急増 とい う追

い風 に乗 って80年 に米 国IC市 場 の8%を 占め るに至 った ので あ る。

そ の た め70年 代 末 に は 日本 の 対 米IC輸 出 を め く・って 日米 半 導 体 摩 擦 が勃

発す る。 米国で はa4Kと16KのDRAMが ビ ッ ト当た り価 格 で 同額 とな
った

78年 に,16KDRAM需 要 が 激増 し,深 刻 な メモ リ不 足 が 生 じた。また,IBMが

コ ン ピュー タ新 シ リー ズ4300の 爆 発 的 な ヒ ッ トに伴 うメ モ リ不 足 の解消 のた

め に16KDRAMを 市場 か ら大 量 に調 達 した こ と も これ に拍車 を掛 けた
。 とい

うの も75年 の景 気後 退 期 に米IC専 業 企 業 が生 産 能 力 の拡 大 を抑 制 し
,そ の後

も設備 投 資 に慎 重 な姿勢 を堅持 したか らである.こ れ に対 して 日本 企 業 は供 給

余 力 を 背景 に輸 出攻勢 を掛 け,79年 末 ま で に米 国16K市 場 の43%を 占有 し

た。 日本 企 業 は81～82年 の景 気 後退 期 に も64KDRAMの 能 力拡 張 投 資 を継 続

し,81～82年 に最 先端 の64KDRAMで 世界 市場 の67～69%
,16KSRAMで も

約95%を 掌 握 した。 か く して64KDRAMは 日本 企 業 が米IC専 業 企 業 を凌 駕

した最 初 のICデ バ イ ス とな った の で あ る。

以 上 の よ うに猛烈 な生産拡大 と自動化 によ り日本企業は米企業 よ りも急速 に

習熟曲線 を駆 け降 り,コ ス トと価格 を低 下 させ た。 しか も,こ の熾 烈 な価格 競

争 を先 導 した の は市場 での地 位を早急 に確立 す る必要 に迫 られて いた二番手

メーカーの 三菱電機 と沖電気 であ った。両社 は64Kの 価 格 を16Kの4倍 弱 に

設 定 し,そ の需 要交 替 を強行 した ので あ る。 日本企業 は相次 いで生産設備を16
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Kか ら64Kに 転 換 し,米 企

業 の予 想 を遙 か に上 回 る急 速100

な世代交替を推進 した。 その
80

ため83年 に米IC専 業 企 業 が

64Kに 本格 参 入 した後 に も,60

主 導 権 を維 持 す る こ とが で き
40

たので あ る。 日本企業 は第8

図 の よ う に86年 ま で に20

DRAM市 場 の70%,SRAM

市 場 の50%を 占有 した。そ の

結 果,DRAM市 場 に お け る

米企 業 の シ ェア は第9図 の よ

うに集積 度 が 上 が るに従 って

低下 した。 その ためTIと マ

イ クロ ンテ クノ ロ ジーな どを

除 く米IC専 業 企業 は第17表

の よ うに256K世 代 の 出現 と

共 にDRAM市 場 か ら完 全 に

撤退 し,ニ ッチ市場 へ と追 い

や られ る こ とにな ったので あ

(60)
る。

こ う して 日本 企 業 は第18

表 の如 く世 界 半導 体 企 業 の上

位 を独 占す るに至 った。80年

代 初 頭 に半 導 体売 上 高 ラ ンキ

ン グでNECが 世界 一 とな り

(91年 までその地位を維持),83

年 に は 日本 企 業 が 上 位10位

日本の半導体産業145

第8図 世界DRAM市 場のシェア

(%)

SO818283848586878889

(資 料)BusinessWeek,Oct.23,1989,p.70.

第9図1)RAM市 場 で の 米 国 シ ェ ア の 推 移

0
)
10
%

75

50

25

DRAMの

米国 シェア

1K4K16K64K256KIM

(資 料)ハ イテ ク戦略研究会 『米 国の技術戦略』67頁 。

第17表DRAMメ ー カ ー数 の推 移

年

1970

1974

1978

1982

1985

1986

の レベ ル 米 国 日 本

1K 14 8

4K 15 6

16K 12 fi

fi4K 5 6

56K 3 7

1M 3 7
1

(資料)『 米国の技術戦略」67頁 。
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第19表 アメ リカ と日本 の64K・DRAMコ ス ト比 較

A.ウ ェハ ・コ ス トの構 成 要 素(ウ ェハ1枚 当 た り ドル)

ア メ リカ

1.原 材 料 費

2.資 本 費(減 価 償 却)

3.人 件 費

合 計

日本 ウ ェハ ・コ ス ト÷ ア メ リカ==x.25

B.L場 コ ス トの決 定 要 因

$32$49

2937

2420

$85

ア メ リカ

$

日本

1.ウ ェハ ・プ ロセ ス コ ス ト

2.ウ ェハ ・プ ロ セ ス歩 留 ま り

3.良 品 ウ ェハ1枚 当 た り コ ス ト

4.チ ップ サ イ ズ(mil2)

ウ ェハ1枚 当 た り理 論 収 量

5.ウ ェハ ・検 査 コ ス ト

テ ス ト済 み ウ ェハ1枚 当 た り コ ス ト

6.ウ ェハ検 査 歩 留 ま り

7.良 品 チ ップ数

8.良 品 チ ップ1個 当 た り コ ス ト

9.組 立 て コ ス ト

10.組 立て歩 留 ま り

11.組 立て 完 了 品1個 当 た り コ ス ト

12.最 終 検 査 コ ス ト

13.最 終 検 査 歩 留 ま り

14.最 終 製 品1個 当 た り工場 コ ス ト

15.累 積 歩 留 ま り

良 品 数

1

1

16.粗 利 益7.最終 売 価8.総収 益

$85

80%

$106

35100

313

$14

$120

40%

125

$0.96

$0.20

90%

$1.40

$0.20

80%

$2.00

23

72

45°/a

$3.64

$262

$10fi

95%

$112

:.11

280

$12

$124

52

146

$0.85

$0.40

95%

$1.32

$0.20

80%

$1.90

38°/a

106

40%

$3.17

$336

(資料)『 日本の脅威,ア メリカの選択』393頁 。

以 内 に5社 も入 って い る。 しか も 日本 製ICの 品 質 の 良 さ は80年3月,米 国 の

国 際 セ ミナ ー で 米 ヒュ ー レ ッ ト ・パ ッ カ ー ド社 の 詳 細 な デ ー タ(16KDRAM)に

よって保証 さ撚 この品質格差 は第19表 の64KDRAMに お け る 日米 コス ト

差にも歴然と表れている。むろん,日 本企業は厳格な純度基準を採用 している
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ため原材料費が高 く・高度 の自動化の ために資本費用 も高 い
。 また,良 品 チ ッ

プ1個 当 た りの総 コ ス トは 日本企 業1 .9ド ル,米 企 業2ド ル と僅 か な差 にす ぎ

な い。しか し米企業 の平均総歩留 り率 は40～50%で
,日 本 企業 の60%以 上 と比

べ てか な り低 い。 その結 果・ 日本企業 は同一 の公称生産能力 と総費用 の工場 に

おいて,米 企 業 の場 合 よ り も約50%も 多 い良 品 チ ップを得
,50%も 多 い総 収 入

を上 げ て いた。っ ま り・米企業 は同数の良品 チ ップを生産す るため に40%も 多

くの投 資 を実 施 しな けれ ば な らなか ったのでC62} 。

[2]IC市 場 の構 造

ICの 生 産 額 は76～85年 に電 子 部 品 の11%か ら31%へ と シ ェア を高 め}79

～85年 に 半 導 体 の6割 以 上 を 占 め る に 至
っ た。 国 際 市 場 で は,79年 に16

KDRAMで 日系 企 業 が米 国 市場 の約40%を 占有 しz第20表 の よ うに 日本 は対

世 界 半導 体 貿 易 で初 めて黒字 とな り,80年 に は対 米 貿易 も黒字 に転 換 した
。っ

ま り日本 は70年 代末 まで にIC輸 出国 とな った ので あ る。ICの 輸 入 は72年 の

IC関 税 引 下げ や74年 の輸 入 ・資本 の 自由 化 によ って急増 したが
,石 油 シ ョッ

第20表IC・ 半導体素子の輸出入(単 位:億 円)

別

半導体

素

C

(資料)

[ 1979 "1 1981 1982 1983 1984

対世界
輸出

輸入

568

234

632

292

732

374

700

323

8fi9

341

1,204

4?9

対 米
輸出

輸入

100

65

106

75

147

76
匠

335

117

対EC
輸出

輸入

53

13

52

16

47

24

177217

～計 男
16i14

120

22

対世界
輸出

輸入

1.0883

985

1,833

1,089

1,sss

1.13

2,850

1,274

4,238

1,526

7,768

2,222

対 米
輸出

輸入

418

741

724

696

712

705

1,1fib

835

1,843

1,07s

3,722

1,636

対EC
輸出

輸入

125

$8

316

145

280

137

419

119

552

122

1,192

137

『電 子工業年鑑1987』752頁 。

1985

1,148

340

288

Lo7

159

21

5,818

1,654

2,195

1,254

1,092

138
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クの影響 で75年 以 降 は減 少 した。 一 方,輸 出 は国 内生産 の増加 と共 に増 大 し,

79年 に はMOSメ モ リの対 米 輸 出増 加 に よ って1,000億 円 を突 破 した。輸 出 は

地 域 別 で は81年 に東 南 ア ジア向 けが急 増 して対 米 向けを凌駕 した。 とはいえ,

対 米 輸 出の比 率 は76年 の22%か ら80年 の40%に 上 昇 し,81年 は36%ま で低

下 した もの の,84年 には48%と 再 び上 昇 して い る。輸 出比 率 も76年 の12%か

ら80年 に32%に 増 大 した後,80年 代 前 半 は29%～39%で 推 移 して い る。一

方,輸 入 依存 率 は76年 の27%か ら85年 の12%へ と顕 著 な縮 小 傾 向 を辿 った。

ま た,平 均 輸 出単 価 は東 南 ア ジア向 けが比較的安価 な低級 品であ ったのに対 し

て,先 進 国 向 け は高級 品 が 巾心 とな っていたが,こ の格 差 は漸 次 縮 小傾 向 に あ

る。

ICの 需 要 分 野 を見 る と,第21表 の よ う に民 生 用電 子機 器 分 野 は80年 度 の

49%か ら81年 度 の54%ま で 上昇 した後,84年 度 に は33%ま で大 き く後 退 した

が,VTRの 比 率 は80年 度 の7%か ら81年 度 の15%ま で 高 ま り,84年 度 も

13%に 達 して い る。0方,産 業 用電 子 機 器 で は,OA機 器 で の需 要 が81～84年

度 に16%か ら33%へ と大 幅 に上 昇 した。 これ はパ ソ コ ンや ワープ ロが急速 に

オ フィースに浸透 したためであ り,結 局 はMPUの 出現 と高 度 化 によ って パ ソ

コ ンが マ ニア用 オモチ ャか らビジネス用実用機 に進化 した結果であ った ともい

える。

次 に,日 本 のICメ ー カ ー は第22表 の よ う に総 合 電 機 メ ー カ ー の 日立,東

芝,三 菱,コ ン ピュー タ ・通 信 機 メ ー カー のNEC,富 士通,沖 電 気,家 電 メ ー

カ ーの松 下,三 洋,シ ャー プ,ソ ニ ー な どに大 別 され るが,い ず れ も社 内 に大

きな市 場 を持 っていた。社 内需要を持 たない部品専業 メーカーは東光 や ローム

など僅かで,生 産 品種 も限 られ て い る。 ま た,大 手 メーカ ーの比 重 が 高 いが,

これ はキ ャ ッチ ア ップ に は多 くの優秀 な技術者,安 定 した社 内 需要,多 額 の資

金 な どが必 要 とされ る か らで あ る。更 に家電 メー カーな どは機器 の回路 がIC

化 され るに従 い,機 器 に関 す る設 計 ノ ウハ ウ,ア イデ ア等 がICに 集 約 され,ひ

いて はICメ ー カー の手 中 に帰 す る可能 性 が 高 まって きたため・ 自社製機器用
(63)

ICの 内製 化 に積極 的 に乗 り出 した ので ある。
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第21表1Cの 国 内出荷 の需要分 野割合 の推移

謡 痔＼遭 度
民生用電子機器

テ レ ビ

r

l

0891

684

6,7

37

ト
オ ー デ ィ オ
㎝ 一一

16.7

電 子楽 器 …

0.8
-　 _

1.3一L璽_ヰ
カ メ ラ 1.7

時 計
}

6.0

ゲ ー ム
　

4.4

そ の 他 3.2

産業用電子機器 51.4

OA機 器 15.s

事 務 機 3.8一
電 卓 10.5

フ ァ ク シ ミ リ 1.3

パ ソ コ ン ・ワ ー プ ロ N・A

オ フ コ ン N・A

一一般産 業機器
29.4

電算機 ・端末 15.7

通 信 機 器
}一

s.g

計測制御機器
蜥

3.6

医 療 機 器
}

N・A

自 動 車 2.0

ロ ボ ッ ト
『

N・A

自動販売機 d.6

ト ラ ン シ ー バ 0.6

電 源 N・A

そ の 他 6.6

合 計 100.0

(資 料)『 電 子r_業 年 鑑1986』701頁 。

8119

雌53

77

74

β5

」

-

01

21

'
12

}
7紘

コ4

亜

痂

「

312

04

27

一
61

A■

A■

4
一

〇
〇

N

㎜
里

2

314

67

63

A■N

2.2

N・A

O.5

0.3

N・A

5.3

100.o

0281)

1982 1983
1984

(見 込)

1985

(計 画)

4fi.3 38.9 32.6 31.9

fi.4 5.1 4.0 4.1

14.2 12.9 12.7 12.5

ll.o 9.6 7.5 7.1

1.1 1.1 0.9 1.o

0.8 o.s1.O

l… 一

L2.
3

o.o
-}一 騨一_

LO

2.6

0.8
____⊥.______

1.7

2.9

1.3

67.4

酬

27.7132.5
… 一_

4,915.4
　 心 一

D.7
一

1.4

s.3
-』_

1.2
}}_¶_

53.2

一『}一 一

4.9

]亙巨
6蝦
.

2.8
陥

1.3

・w

21.1 32.7
一一 一

4.0 5.3

5.0 2.2 1.7

2.0

一、

3.2

÷撞
5

2.2
制　 _

7.3
一

・ ・

2.7 3.1 3.7 3.7

X8.5 30.9 31.3 3L7

X4.2 15.9 15.4

}

15.4

s.s 7.5 8.5 $.8

3.7 3.4 3.8

幣

3.9

0.3 0.4 Q.5 0.5

2.3 2.3 1.9

　

i.9

0.3 0.5 0.4 0.4

0.4 0.5 0.4 0.5

0.1 0.1 0.1 0.1

0.3 Q.3 0.2 0.3

3.6 2.5 3.6 3.5

100.0 100.0 goo.o 100.0
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第22表 日本のIC企 業の分類

「聯 璽;で
通 信 機 メ ー カ

日立,東 芝,三 菱

NEC,富 士通,沖

家 電 メ ー カ 松 下 電 子,東 京 三洋,シ ャー プ,ソ ニ ー

電 子 部 品 メ ー カ 東 光,ロ ー ム

自己消費 型 メー カ
(一部外販)

日本 楽 器,諏 訪 精 工 舎,パ イ オ ニ ア,日

キ ッ ト(セ イ コ ー グル ー プ),日 本電 装,

ン,富 士 ゼ ロ ッ ク ス,キ ャ ノ ン

外 資 系 メ ー カ TI,モ ト ロ ー ラ,IBM,フ ェ ア チ ャ イ ル

t
ス,イ ンテ ル(デ ザ イ ンセ ン タ ー)

日本 プ レシ ジ ョ ンサ ー

リコ ー,ク ラ リオ

アナ ログデバ イ

」
(資料)『 電r工 業年鑑1986』706頁 。

こうして 日本では大手企業の兼業 または系列企業 がIC生 産 の中心 とな っ

た。 それは第1に,海 外で開発された先進技術であるIC技 術を吸収するため

には良質な技術者を多 く抱える企業が圧倒的に有利であったか らである。 第2

に,ICは ある意味では トランジスタの延長であ ったか ら,既 に半導体技術を

持 っていた大企業は非常に有利だった。第3に,米 国では膨大な政府需要がIC

産業の発展を促 して きたが,日 本ではIC産 業を強力に牽引す る国家プロジェ

ク トがな く,生 産技術を修得 し市場の信頼を得るまでは安定 した社内マーケッ

トの存在が重要だうた。第4にz米 国ではi政 府機関がIC事 業に必要な巨額の

研究開発費や設備投資資金を負担 したが,日 本では民需が中心であったたあ,

これらの負担は企業が自ら引き受けねばな らなか った。結局,大 企業のみがこ
く　の

れ らの資金負担に耐えられたのである。

一方,こ れまで社内使用目的でIC事 業を展開 してきたソニーや日本楽器な

どの企業が外販市場に積極的に進出 した。従来の電子機器関連企業以外にも,

自動車,事 務機器 カメラ,時 計などのメーカーがICの 内製化に取 り組み始め

た。というのも,大 手半導体メーカーは量産効果や高付加価値を期待できるIC

に開発や生産の重点を置き,特 殊なICの 開発や生産を敬遠 したか らである。

しか も供給 を受けるまで長期間を浪費 し,商 品開発に間に合わない場合 も多

かった。更に膨大な費用を支払 ってICを 開発 してもらって も,そ の技術 はIC
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構成比翻 図lc製 造設備の使用年数実績 メーか の ものとな り滴 品

の設計 ノウハ ウや開発企画が

30流 出 して しま う恐 れ が あ
った

(65)
の で あ る 。

20
しか しIC産 業 は技術の高

度化により労働集約型産業か
10

ら知識集約型産業へ,ま たIC

製造技術の自動化により装置

'備1～2繍
{錨 三)4～J以f二 産業へ と大 きな変靭 を迎え

(資料)r電 臼 業 年鑑lg81』707頁 。 た。ICメ モ リは年 に2倍 近 く

の ス ピー ドで容 量 が増 加 す るため,微 細加 工 技 術 の高度 化 と製 造機 械 の精度向

上を必要 とするので,新 製 品 の供 給 に は莫 大 な研 究 開 発費 と設備投資資金が不

可欠 とな る。ICの 製 造 機 械 は1台 が1億 円 を超 え る もの が少 な くな く
,専 用 機

で しかも機勲 進歩 も激 しいので 第1・ 図のよう1こ4-5年 で囎 化 して しま

うといわれ る。従 ってsこ の投 資 に耐 え られぬ企 業 は脱 落す る以外 にないので

第11図MOS・DRAMの ライフサイクル(世 界需要推移)と 価格 の低下

(億 ドル)〈 ライフサ イ クル(世界需 要の推 移)〉 〈価格 の 低 ド〉(ドル/f固)

z5sx

197787980S182×33848586S?

(年)

(資 料)『 電 子工 業 年鑑1984』804頁 。

X9777879808182S3848586S7

(年)



(278)
日本の半導体産業153

第12図MOS・RAMの 信頼性あ る
。

しか もIC産 業 の技 術 革 新 は激 し
10'

く,第11図 の よ うに製 品 の ライ フ

サイクルが鋤 て短 く緬 格構 も 蒔1。一、
率

甚 だ激 しい。MOS・DRAMで は,

需 要 の ピー ク は約4年 ご とに訪 れ る103

とい う。 だ が,か か る技 術革 新 は故

解 の低 下(第12図)渤 作 時 間 の短(資 料)諾 業年4K1983』766昆6K

縮 や消 費電 力 の減 少(第13図)な ど
第13図MOS・RAMの 性能変化

信 頼性 と性 能 を大幅 に向 上 させ・ICビ ット当り消費電川mW)

を極 めて 魅 力 的 な商 品 に した。 こ う0・05

してICの 価 格 性 能 比 は新 しい高 性0 .02

能 製 品 ほ ど低廉 に な ったの で あ る。

む ろん,技 術 革 新 を推 進 す るた め に0・Ol

は膨 大 な研究 開発 及 び設 備 投 資 が必0。005

要 とされ る。 例 えば,研 究 開発 支 出
0.002

(対IC売 上高)は76～81年 に15%台

を 維 持 し,設 備 投 資 額 は76年 の0.00玉

21%か ら25%へ と上昇 して い る。米

企 業 の研 究 開 発支 出が74～78年 平 動作時間(,S)

均 で17%f設 備 投 資 額 が25%で(資 料)『 電子工業年鑑1983』76砥

あ ったか ら,70年 代 末 に は 日本企 業 は研 究 開発 ・設備投 資の水準 で米企業 にほ

ぼ追 い付 いた といえよ う。そ こで,日 本 の半導 体 大 手 企業11社 の設 備 投 資 の推

移 を見 る と,第23表 の よ うにな って い る。NECは74年 以 降半 導 体売 上 高 トッ

プの地位 を維持す るため,83～84年 を除 き投 資額 で も1位 を 占 めた の で あ る。

ま た,82～83年 の 日立 の活 発 な投 資 は同社 の躍 進を もた らしたが,特 に東 芝 は

83年 以 降 積 極 果 敢 な 投 資 を 行 って,従 来 の 遅 れ を 挽 回 し・ や が て1メ ガ
(s7}

DRAMで トップの シ ェアを確 保 す る こと になるのであ る。
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第23衷 半導体大手11社 の設備投資の推移

(277)

(単 位:億 円)

＼ 年度
盗生多 ＼＼ ＼

1975 197s 1977 1978 1979
f

■ 甲¶

198。Tl981
1

1982 1983 +・,r 1985

NEC

日 立.製 作 所

70

一

goo

-『

100

so

155

100

220

×50

300

230

400

340

480

soo

670

$10

1,400

1,300

LOOO

900
東 芝

富1_.通

一 凹

㎜

㎝

皿 　

-『

56

sa

llfi

goo

lS7

「

130

2982QQ334

320

433

970

638

1,480

1,310

900

535
松 下 電 子 正二業 一尋_ 『 一 一 一 100 220 200 1QO 230 1,100 soo一ご 菱 電 機 ㎜　

55 so 65 80 ]00 130 230 355 700 580
東 京 一三洋 電 機

シ ヤ ー一 プ

5

{

zo

『

16

一一

16

19

43

97

80

×04

123 ,190`120

106172217

315

354

592

370
沖 電 気 工 業 }一

} 皿 }一 55 151 114 140 144 364 214
ソ ニL一 皿

}
} 一 }

{ 一_ 引100 155 350
コ ー エ プ ソ ン }昌

}} } 一 一 一
i

　 -1一 一一130
250 300

一一 ムi
}} 扁}

{ 一 『 一一 「
} 『一

65

± 一
旧m

LゴL._ー ユ1こ1
→

　

一 1,032 1,631,9472 ,5554,384 8,724

　

6・4061

r腐 婁1、r囎(資料)『 電 子工業年鑑1987』756頁 。

(注)mム を含 めると12社 であ る。

さて,77年 に米 国 で誕 生 したパ ソコ ンは,79年 の表計 算 プ ログ ラムの登 場 に

よって㌃

)アのオモチャか らビジネスにも使える実職 として認知され浦 場
が拡大 した。81年8月 に はIBMが16ビ ッ ト機PCを 引

っ提 げ て 市 場 に参 入

し・瞬 く間 に16ビ ッ ト機 の 世界標 準 と して の地位 を確立 した
。これ によ って 日

本を除 く全1堺 で・IBMが ハ ー ド,マ イ ク ・ ソ フ トがOS ,イ ンテ ルがMPUを

そ れ ぞれ 支配 す る体 制 が 出来 上 が った。 しか るに84年 以 降IBMは パ ソコ ン

業 界 に対 す る支 配 力 を失 い,IBM・PC互 換 機 メ ー カ ーが技 術 と マ ー ケ
ッ トの

両方を支配するに至ったのでお署。

一方 ,日 本 で は82年 にNECが16ビ ッ ト機PC-9801を 発 表 し
,国 内 の業 界

標 準 を確 立 した。82年 当時 のPC--9801は 世界 的 な水 準 か ら見 て も圧 倒 的 に優

れ たパ ソ コ ンだ った。だ が,日 本 の パ ソ コ ンは 日本 語 処 理 の必 要 か ら漢 字

ROMな ど独 特 なハ ー ドウ ェア的 な仕 組 が工 夫 され
,そ の ため に海 外 の パ ソコ

ン ・メ ーカーは日本市場 への参入が著 しく困難 とな った。 とい うの も,日 本 市

場 へ の参 入 に は 日本 向 けに 日本語処理がで きるよ うに特別 な改造 を加えな けれ
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ばな らず,そ の たあ に割 高 とな って市 場 で の競争力 を失 ったか らである。 こ う

して80年 代,日 本 のパ ソ コ ン市 場 は 日本 メ ー カーだ けの競争 とい う完全 な鎖

国状態 とな った。 日本語 の障壁 に守 られて,NECも84年 頃 か ら高性能 ・低 価
c7o}

格 という技術指向の初期の戦術をマーケティング指向の戦術へと変更 した。競

争が完全に消滅すると,パ ソコンは電卓のようには価格が下が らず,高 値で安

定 し,新 技術の取込 も遅れ,国 際競争力を完全に失 った。

[3]国 際 化 の波

日本 企業 は貿 易摩 擦 や85年 か ら始 ま った円高 の進 行 な ど,ICを 取 り巻 く厳

しい国 際環 境 に対 応 す るために海 外現地 生産 を急速 に拡大 した。第24表 の よ

うに米 国 へ は80年 代 半 ば まで にNEC,日 立,東 芝,富 士通,三 菱 電機 シ ャー

プの6社 が進 出 して い る(生 産拠点 はロームも)。 米 国以 外 で は,NECは シ ンガ

ポ ール,マ レー シア,英 国,ア イル ラ ン ドで,松 下電 子 は シ ンガ ポー ルで,日

立は西 ドイ ッ と米 国 で,東 芝 は西 ドイ ッ とメキ シ コで,富f通 はア イル ラ ン ド

で,東 京 三 洋 は韓 国 で それ ぞ れICの 生 産 を開始 した。 目r_っ た特 徴 は半導 体

摩 擦 を反 映 して,70年 代 末 か ら米 国 を始 め と した先 進国へ の進 出が急増 し,米

国 や メキ シ コで は一 貫 生 産 が実施 され るようにな ったことであ る。 これに対 し

て東南ア ジアでの現地生産 は低賃金を利用す るたあに労働集約的 な後 工程が中
(71)

心 とな って い る。

この よ うに 日本 の 半導体 メーカーは海外現地生産 を積極化 させ始 めたが,そ

の先駆 者 と もい え るNECを 取 り上 げて,そ の海 外展 開 を見 て お こ う。NECは

既 に73年 を境 に 半導 体 で 日本一 の座 を確 保 した。 しか しその時点では,NEC

は世 界5位 にす ぎず,世 界一 位 のTIの 僅 か3分 の1の 売 上高 規模 しか 持 たな

か った。 しか も当時,NECの 半導 体事 業 は国 内 市場 が 中心 で,そ の輸 出比 率 は

4%に とど ま り,海 外 シ ェ アは微 々 た る もの で あ った。 そ こで,NECは 海 外 市

場 を開拓 す べ く,輸 出 と海 外 現地 生 産 を積 極 的 に展開 した。例 えば,74年7月

に は ア イ ル ラ ン ドの ダブ リン郊 外 にEC域 内 向 けICの 製 造 拠 点 と してNEC

ア イル ラ ン ド社 を設IY1[/し,76年4月 か ら ロジ ックIC,ICメ モ リの現地 生 産 を
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第24表 日本 メ ーカの海外進 出状況(1986年11月 現在)

国 名 親会社名 会 社 名
(工場名)

所 在 地

米 国 日 立 日立 セ ミコ ン ダ ク
タ ア メ リカ

テキサス州 ダラス

富 士 通 サ ンジ温ゴ工場 カ リフ ォル ニ ア州 サ ン

ジェ ゴ

三 菱 三 菱 セ ミコ ンダ ク
タア メ リカ

ノー ス カ ロ ラ イナ州

東 芝 粟芝 セ ミコ ンダク
タ

カ リ フ ォ ル ニ ア 州 サ
ニ ー べ 一 ル

日本電気 NEC
RosevillePlant

カ リフ ォル ニ ア州

シ ヤ ー・プ RGA/SHARP ワシン トン州
CAMUS

西 独 日 立 日立 セ ミコ ンダ ク
タ ヨー ロ ッパ

バ イ エ ル ン州 ラ ン ド

フー ト

東 芝 東芝 セ ミコンダク
タ

ニ ー ダ ーザ ク セ ン州

ブ ラウ ンシ ュ バイ ク 市

ア イ ル ラ ン ド 富 士 通 富士通 マ イクロエ レク ト
ロニ クス ・ア イルラン ド

タブ リ ン

日本電気 NECア イ ル ラ ン

ド

BALLTVOR,
COUNTY

イ ギ リ ス 、

　 一}一__

マ レ ー シ ァ

日本電気

日 立

1

NECセ ミ コ ン ダ

ク ター ズ(U.K.)

ス コ ッ ト ラ ン ド

日立 セ ミコ ンダ ク

タマ レー シ ア

ペナ ン島

東 芝 東芝 エ レク トロニ
ク スマ レー シア

セ ラ ン ゴー ル州 フ ァラ

ンガ ッ ト

日本電気 NECMALASIA
SDN.BERHAD

マ レー シア

シ ンガ ポ ー ル 松下電子
工 業

シンガポール
松下電子工業㈱

シ ンガ ポ ール

日本電気 NECSINGAPORE
Pte,Ltd.

シ ンガ ポー ル

台 湾 東京一三洋 台湾東京晶体
股招有限公司

台中県

日 立 高雄 日立電子 高 雄

韓 国 東京三洋 韓国京東 シ リコ ン
1

馬山市

中 国 東京=三洋 三洋半導体
有限公司

メ キ シ コ 東 芝 INDUSTRIA
MEXICANA
TQSHIBA,S.A

ク ァテ ィ トラ ン市

(資料)『 電 予工業年鑑1987』761頁 。

生産開始
年 月 日

1978年
5月

1980年
7月

1985年
1月

1980年
4月

1978年
12月

未 定

1980年

1月

1984年

2月

1981年

9月

1976年

4月

1982'

10月

1972年

ll月

1975年

1月

1976年

5月

1979年

8月

1師颪
8些 .
1976$

8月

1967

5・

1974年

12月

1984年

9月

i979

10月

工 程 主要製品名

後工程MOSメ モ リ

後工程DRAM
EPROM

後工程DRAM

一・一 貫 メ モ リ ー一般

拡散 。組立 メ モ リ

て・検査

ウ ェア プVLSI

ロ ・セス

後 工 程MOSメ モ リ

後工程 メモ リ

後工程

立
査

一立
査

紐
検

「組
検

DRAM
EPRAM

メ モ リ

メ確 『リ

後 工程 トラ ンジスタ

バ イポ ー ラIC

MOSメ モ リ

後工程 トランジス タ

組 立
検 査

バ イ ポー ラIC

トラ ンジ ス タ

後工程

リニ アIC

トラ ン ジ ス タ
バ イ ポ ー ラIC

ジ ス タ

彪
フ ンジスタ

ラ ンジスタ

ランジス タ

　　 　 　

トランジス タ
バ イ ポ ー ラ

IC等
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開始 した。 アイル ラン ドへの進 出は同国政府が15年 に及 ぶ 免税 恩 典 と補 助 金

交 付 と い う魅力的 な企業誘 致策で歓迎 した ことが大 きな理 由だ った とい う。

NECは また東 南 ア ジ ア地 域 の生 産 拠 点 と してマ レー シアを選 び,74年7月 に

NECマ レー シア社 を設 置 し,76年6月 か ら汎 用 トラ ンジ ス タの現地 生 産 を開

始 した。76年5月 に は また東 南 ア ジア地域 の第2の 海 外 工 場 と して シ ンガポ ー

ル にNECシ ンガ ポ ー ルを 設 立 した。 更 に78年12月 に は世 界 最 大 の マ ー ケ ッ

トで あ る米 国で,ICメ ー カ ーの エ レク トロニ ッ ク ・ア レーズ(EA)社 を900万

ドルで 買収 した。NECはEA社 の マ ウ ンテ ン ビ ュー工 場(シ リコンバ レーの中

心)に 買収 後 約15億 円 を追 加 投 入 して新 鋭 設備 に入 れ替 え,ICメ モ リ中心 に

月産150万 個 か ら200万 個 を生 産 す る体制 を整 え た。 そ して,同 社 は海 外生 産

の付 加 価 値 を高 め るため に79年 以 降 は欧 米 で 前処 理 工 程 か らの一貫生産体 制
(72)

を整え るために大型新鋭工場 の建設 に踏切 ったのであ る。

80年 代 に入 る と,NECは81年1月 にNECセ ミコ ンダ ク ター ズ(UK)社 を

英 国 ス コ ッ トラ ン ドに設 立 した。まず,後 工 程 の工 場 が 新設 され,82年10月 か

ら64KDRAMやMPUな どが 月産150万 個体 制 で生 産 され た(84年10月 に前工

程 工場の建設が始 まり,86年 に稼働)。一 方,米 国 で は,カ リフ ォル ニ ア州 サ ク ラメ

ン ト近 郊 の ローズ ビルに半導体 の一 貫生産工場 が82年10月 に着 工 され,84年

5月 に完成 した。総 投 資額200億 円 とい う大型 工 場 で,84年10月 か らマ ウ ンテ

ン ビュ ー工場 と合 せ て月産200万 個 体 制 で量 産 を 開始 した。 同工 場の主力製 品

であるICメ モ リの需 要 が 旺盛 な ため,85年 末 の完成 を 目標 に更 に約5,500万

ドル(約140億 円)を 追 加投 資 して,両 工 場 を合 せ 月産500万 個 まで拡 大 す る大

幅 な増設 工 事 に踏切 ったのであ る。

このよ うに 日本企業 は77年 に 日米 間 の半 導 体 摩 擦 が発 生 し,以 後 激化 の傾

向 を辿 ったた あ,現 地 生産 へ の傾 斜 を強 めて 行 った。 これに対 して米国政府 は

半導体 の量産技術で後 れを取 り始 め た米企業 の競争 力を回復 させ るために84
くア3)

年に半導体チップ保護法を制定 し,知 的所有権の保護を強あている。米企業が

知的所有権を競争力維持の重要な戦略 と位置付 けるに至 ったことは,既 に82
(74)

年6月 に勃 発 したIBM産 業 スパ イ事 件 で も明 白 とな った。 インテル もまた85
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年12月 にNECをMPUの 特 許 侵害 で提 訴 した。 しか も85年6月 ,米 半導 体

工業 会(SIA)がUSTR(米 通商代表部)に 日本 企 業 を提 訴 した ため
,米 商務 省 が

ダ ン ピング調 査 を開始 す るに至 り,日 米 間 の摩 擦 は一 触 即 発状 態 とな った
。 そ

こで,妥 協 を図 るべ く85年10月 に 日米半 導 体 協 議 が 開始 され
,86年9月 に 日

米 半導 体 協 定 が調 印 の運 び とな るのであ る。

VIC王 国

[1]日 米 逆転 と貿 易摩 擦

90年 の電 子部 品生 産 額8.1兆 円 の内訳 は一般 電 子 部 品45% ,能 動 部 品53%

(電子管9%,半 導体素 子9%,IC36%),液 晶素 子2%で ,半 導 体(半 導体素子 とIC)

が全 体 の44%に 達 した(ICは 半≡導体の80%)。 また,世 界 半導 体 市場 を見 る と,

85～90年 に北 米 が38%か ら29%,欧 州 も21%か ら19%へ と シェ アを低 下 させ

たが・ 日本 は35%か ら39%へ と シ ェアを 高 めて い る。 その結 果,日 本 は86年

に半 導体 の市 場規 模 で北 米 を凌 駕 す るに至 った。 品種別 の目立 った特徴 はf米

国 で は ロ ジ ック ・マ イ ク ロの シェアが90年 で 日本 よ り も10ポ イ ン トも高 い こ

とで あ る。MOSメ モ リ市 場 の シェ アを見 れ ば,80年 に は 日本 は米 国 の3分 の

1弱 にす ぎなか った が,85年 に米 国 を凌 駕 して し鳳 一 方,M・Sマ イ ク 。r鵬

で は・米 国 は80年 代 後半 を通 じて6割 近 くを 占め て いた ので あ る。

次 に国 内市場を見 ると,70年 代 末 頃 まで 半導 体 素 子 が 半導 体 生産額中最大で

あ ったが,第2次 石 油危 機 以 降 省 エ ネ ・省 資 源 的な半導体ICの 生産 が急 増

し,90年 に は74%を 占め る に至 った。 因 み に,半 導 体 の製 品 別分 類 と90年 の

生 産 高 を示 せ ば第14図 の よ うにな って い る。特 に 半導 体ICの うちMOSは85

年 の64%か ら90年 の75%へ と大 幅 に比 率 を 上昇 させ た。 また,ICの 需要 先 は

第15図 の よ うに89年 に は民 生 用電 子 機 器37%,コ ン ピュー タ29% ,産 業 機 器

16%,OA機 器11%,自 動 車3% ,そ の他5%と 未 だ民 生 用電 子 機器 が3分 の

1以 上 の比 重 を 占め て い た。 これ を米国 と比較 すれば,コ ンピュ ー タ53%,産

業用 電 子機 器16%,政 府 関係8%,自 動 車8%,民 生 用電 子 機 器5%の 順 で,

コ ン ピュ ー タや政府 の比 重 が 高 くな って いる。
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第15図 半導体の用途別出荷比率

1985年C'%)
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第16図 日本のIC関 連投資の推移

(千億 円)
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IC関 連投 資 は超LSI時 代 に入 って増 大 した。 売 上 高 投 資比率 は第16図 の如

く86～87年 に は大幅 に低下 し,88年 以 降 回復 す る もの の,80年 代 半 ば頃 の水

準 に は及 ば な か った。設備投資 はIC需 要 の変動 に応 じて変 化 す るか らであ る。

一方
,研 究開 発投 資 は一 貫 して増 加 した。 また,メ モ リの 高集 積 化 に伴 って,

投 資額 は第17図 の如 く世 代 ご とに大 幅 に増 加 してお り,そ れ が 次 第 に半 導 体

メー一カー各 社 にとって大 きな負担 とな りつっあ る。例えばaDRAM(月 産300万

個の量産 ライン)の 投 資額 は1メ ガの場 合 に は500億 円 だ ったが,64メ ガ にな れ
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ば3倍 の1,500億 円 に

膨 張 す る といわ れ る。

日本 の半 導体産業 は

86年 に 売 上 高 シ ェ ア

で米 国 を凌 駕 し世 界一

とな った(92年 まで)。

ま た87年 に は 世 界 半

導体 市 場 で5割 以 上 の

シ ェアを獲 得 した が,

早 く も89年 に は シ ェ

14

12

10

8

戸

投
資
額

第17図 メモ リー(1)RAM)世 代 ごとの投 資額

64K256KIM4Ml6M64M

(出 所)『 日本 経 済 新 聞 』1991年11月14日 号 。

(注)通 産 省12社 調 べ 。

アの ピー クに達 し,以 後 日本 の対 米 優位 は縮 小 傾 向 を辿 ることにな った。 そ こ

で,世 界10大 半 導体 売 上 高 ラ ンキ ングを 見 る と,86年 以降,日 本企 業 はNEC,

東 芝,日 立 が3位 まで を独 占 し,10位 以 内 に6社 が入 るな どIC王 国 と して の

地 位 を確 立 した。 米 国 は86年 以 降僅 か に3社 の みが10位 以 内 に 【ヒま って い た

が,特 筆 す べ き傾 向 と してTIの 地 位 低下 とイ ンテ ルの 目覚 しい躍進 があ る。

イ ンテル は89年 の8位 か ら90年 に は5位 に躍 進 してTIを 追 い抜 き,91年 に
(76)

はモ トローラを も抜 き去 って米企業 の トップに躍 り出た。 これ はマイコ ンの好

調 に支 え られ,パ ソ コ ン用MPUで 圧 倒 的優 位 を持 っ イ ンテ ルが大 きく地位 を

向上 させ ることにな ったか らである。

日本 の半導体産業 は87年 に2年 以 上続 いた不況 か ら抜 け出 し,88年 に は高

成 長 を記録 した。 これ はパ ソコンを中心 としたOA機 器,大 型 テ レビや高 画質

VTRと い った民 生 用 機 器,フ ァク シ ミリ等 の通 信 機 器 な どの好調 に依拠 して

いた。特 にメモ リは深刻な供給不足か ら価格 の高値安定が続 いた。 このような

好況 に支え られ,88年 に 日本 の半 導 体 メ ー カー は世界 市場 で87年 よ り2ポ イ

ン ト高 い51%の シ ェアを獲 得 した。世界 半導 体 売上高 ランキ ングで も,日 本企

業 は上 位3社 を独 占 し,6社 が10位 以 内 に入 った。 この 日本 メ ー カーの台頭 は

日本企 業が得意 とす るメモ リ需要 の成長が大 き く,日 本市 場 や 東 南 ア ジア市 場
くアリ

の高成長が特 に 日本企業 に有利 に働 いた ことなどによ っている。
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第18図 大手半導体メーカーの提携関係概略図
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C2fi9)

だ が,89年5月 以 降,パ ソ

コ ンや フ ァク シ ミ リな どOA

機 器 需 要 が減 退 したた め,米

国 市場 で は半導 体 需 要 が減 少

した。 そのため高値安定 を続

けていたメモ リ価格 は海外 市

場か ら下落 し始め,シ リコ ン

サ イ ク ルの低 迷 期 に入 った。

89年 に は生 産 と輸 出 が 共 に

鈍 化 し,90年 に入 る と米 国 コ

ン ピ ュ ー タ産 業 の 不況 も加

わ って,生 産 額 は横這 い とな

り,輸 出額 は減少 した。 む ろ

ん,日 本 の 半導体 産 業 は不 況

に陥ったが,こ のような状況下でも輸入額は依然高水準の伸びを示 した
。 これ

は86年 に締結 された日米半導体協定 に基づ き日本の半導体ユーザーが外国系

半導体の日本市場 アクセスを拡大 しようと努力 してきた結果だとい∠署。

ところで,85年 に 日本 製DRAMに 対 す る ダ ン ピ ン グ提 訴 と通 商 法301条

(不公IE貿 易慣行)に 基 づ く対 日提 訴 が行 われ}こ れ を契 機 と して 日米 半導体 協

議 が開始 された。その結果,86年9月,日 本 市場 にお け る外国 系 半導体 の購入

拡大 のための勧奨,ダ ン ピ ング防 止 の ため の モ ニ タ リング等を内容 とす る日米

半導体 協定が締結 された。 しか し87年4月17日,米 国 は 日本 製 半導 体 が第 三

国 向 けに不当に ダ ンピング輸 出 され,日 本 市場 に お け る米 国 製 半導 体 の シェア

も拡大 して いない との根拠 か ら,日 本 の協 定 違 反 を 理 由 と して パ ソコ ン,カ

ラー一テ レ ビ・ 電 動 工 具 の3晶 目に対 して一 方 的 に関税 を100%引 き上 げ る措 置

(3億 ドル)を 発 動 した。そ の後,米 国 は ダ ンピ ン グ問 題 に関 して改善が見 られた

と して87年6月 と11月 に ダ ン ピ ング部 分 に相 当 す る1億3 ,600万 ドルの 部分

解 除 を行 ったが,対 日市場 ア クセ ス関連 部 分(1億6,4QQ万 ドル分の関税措置)は
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(79)

日米半導体新協定が締結 され る91年 まで存 続 させ たの で あ る。

協 定 締 結以後,日 本 の半 導 体 ユ ー ザ ーが 市 場 ア クセ スの拡大 に努 め る一方

で,日 米 半 導体 メー カ ー間 で技術 ・販売提携 が急速 に拡大 した(第18図)。 例 え

ば,NECは90年3月 に米AT&Tマ イ ク ロ エ レク トロニ クス社 と半 導体 の製

造 ・開発 に関す る提携 を行 った。NECは 同 年5月 に も米 ナ シ ョナ ル セ ミコ ン

ダ ク タ社 と256KSRAMに 関 す る販 売 契 約 を 締 結 した。 日立 も88年12月 に

TI社 と16メ ガDRAMの 共 同開 発 契約 を結 び,韓 国金 星 エ レク トロ ン社 と89

年7月 に1メ ガDRAM,90年10月 に は4メ ガDRAMの 技 術 供与 契 約 を締 結

した。 また,東 芝 は モ トロー ラ社 と合 弁企 業東北 セ ミコンダクタ社を設立 し,
く　の

DRAM技 術 とMPU技 術 を相 互 に供与 し合 って い る。

[2]海 外 展 開 と韓 国 の台 頭

日本 の半 導 体 メーカーは70年 頃 か ら賃 金 コス トを削 減 す るた めにア ジアで

現地生産 を開始 したが,そ の後80年 代 半 ば 頃 まで は市 場 確 保 を 目的 と して欧

米 にDRAMの 組 立工場(後 工程)を 次 々 と建 設 した。そ して,80年 代 央以 降 は

通 商摩 擦 を回避 す るために欧米 で前工程(ウ ェハー処理段階)を 含む一 貫 生産 体

制 を確 立 した。

む ろん,日 本企 業 の積極 的 な海 外展 開 は 円高,貿 易摩 擦ASIC化 へ の対 応 な

どの た めで あ った。 この時期 の 日本企業 の海外展開 を見れば,ま ずNECは89

年 秋,カ リフ ォル ニ ア州 ロー ズ ビル工 場で カスタムマイコンの一 貫生産 を開始

し,メ モ リか ら汎 用 マ イ コ ン,ASICま で半導 体 製 品 の一 貫 生産 体 制 を確立 し

讐 同社 は91年 に は英 国 ス コ ッ トラ ン ドに も前 工程を含 む一貫工場を建設 し,

日本 メー カ ー と して初 め て米 欧両 市場 にお ける半導体一 貫生産体制 を構築 した

のである。同社 はアイル ラン ドとシンガポールに も後工程(組 立)工 場 を持 って

い る。 英 工 場 で前 処 理 された1メ ガDRAMは ス コ ッ トラ ン ドと シ ンガ ポー ル

で組 み立て られ,月 間50万 個 の規 模 で対 米 輸 出 され た。このよ うな生産拠点 の

分散化 によ って,NECは ダ ン ピ ングや 日本 製 品 に対 す る最低販売価格制度 な
(82)

どの問題 を回避 しよ うとしたのであ る。
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ま た,富 士通 は89年 夏 か らオ レゴ ン州 グ レシ ャ ム工 場 でDRAMの 一 貫 生

産 を始 め・ 日立 も89年5月 に テキ サ ス州 ダ ラス工場 でSRAMの 一 貫 生 産 を開

(83)

始 した。三菱電機 も90年 初 頭 に ノ ー一ス カ ロ ライ ナ州 ダ ーラム工場 でASICと

DRAMの 一 貫生 産 を開始 し,ASICデ ザ イ ンセ ンター を3ヵ 所増 設 して北 米 の

デザ イ ン拠 点 を6ヵ 所 に拡 充 した。 更 に東 芝 は カ リフォルニア州 サニーベール

にASIC一 貫 生 産 試作 ライ ンを完 成 し,松 下電 子 も91年 に米 国 で メモ リ,マ イ

コ ン,ASICな どの組立 工 場 を稼 働 させ て い る
。 このよ うに 日本の半導体 メー一

カーは貿 易摩擦を回避す る必要 か ら欧米地域 に前処理工場 を相次 いで建設 す る

一方 で
,労 働 コ ス トの低 い東 南 ア ジ ア の組 立工場 を拡充 して両者 の連携 を図

り,半 導 体生 産 の国 際分 業 を推進 しよ うとしたのであ る。

日本企業の海外展 開が進む中で,80年 代 半 ば頃 か ら韓 国 の半導 体 産 業 が急成

長 を遂 げた。特 に日米 半導体交渉後,市 場 公 正 価格 を引 き上 げ られ た 日本 メ_

カ ーに代 わ って三 星 電 子 な どの韓国 メーカーが米国市場 で シェアを拡大 じ製
。

思 えば,三 星が半導体分野への本格的な進出を果た したのは80年 代初頭に

なってか らで,256KDRAMや1メ ガDRAMで も製品寿命の末期に世界最大

の生産量 に達 したことはあったが,低 価格を武器とした二番手 メーカーとして

の地位を脱 し得なかった。だが,4メ ガDRAMで は,三 星は米国市場で日米の

トップメーカーと互角以上の競争を展開できるまでに成長 した。 しかも,そ の

量産技術は世界最高級の水準で,投 資規模 も日本企業を凌 ぐほどだという評価

く　の

が米国市場でも定着 した。実際 韓国の三星電子は91年 の世界DRAM売 上高

ランキングで東芝に次 ぐ堂々2位 の地位を占めるに至った。韓国企業は90年 代

に入 って日本企業の手強い競争相手 となるまでに成長 したのである。

[3]競 争 環境 の変 化

世界 のパ ソ コ ン業 界 はIBMと マイ ク ロ ソフ ト(MS)社 の訣 別 を契機 に,80

年 代 を特 徴 付 けたIBM支 配 時代 が崩 壊 し,疾 風怒 濤 の時代 に入 った。周 知 のよ

うに80年 代 のパ ソコ ン業 界 はIBMが ハ ー ドウ ェアを,MSがOSを,イ ンテ

ルがMPUを そ れ ぞ れ支 配 す る とい う独 特 の分 業型寡 占構造 を形成 し
,3社 が



(266)

一体 とな って事実上 の業界標準 を作 り出 し

て きた(第19図)。 だ が,そ う した 中でMS

が 巨大 化 した た め に,10年 間 続 い たIBM

との 密 月 時 代 は破 局 が訪 れ る こ と にな っ

た。 とい うの もIBMが 業 績 不 振 に 陥 った

中 で,MSと イ ンテルが極 めて好 調 な業績
(86)

を維 持 し続 けたか らで あ る。特 にMSが

90年 に新 ソ フ ト 「ウ ィ ン ドウズ」を大 ヒッ

トさせ た結果,IBMは 第二 世代 基 本 ソフ ト

「OS/2」 の大 幅 修正 を迫 られ る ことに な っ

た。そ して,IBMは 巨大 な利 益 を生 み 出す

OSの 主 導 権 を奪 回 す るた め,か つ て の宿

敵 ア ップ ル との 提 携 を 模索 した。 と もあ

れ,パ ソ コ ン業 界 はIBMな ど コ ン ピ ュ ー

タメ ーカ ー主 導 の時代 が終焉 し,MS,イ

ンテ ルな ど ソ フ ト会 社 やMPUメ ー カー主
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第19図 パ ソ コンを め ぐる主 な企

業 の相関関係
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(資料)『 日本経済 新聞』1993年5月

19日 号。

導 の時代へ と移行 した。一方,日 本 の パ ソ コ ンは80年 代 後半 に競争 の希 薄 な状

態 が続 いたため,国 際 水準 と比 べ て技 術 的 に は低 す ぎ,価 格 的 に は高 す ぎて・

世界 的 な パ ソコ ン産業 の再編 にあた って脇役 しか果 たせ ない状況 に陥 って い

るのであ る。

ところで,MPUは そ の設 計思 想 に規 定 され るOSや 応 用 ソフ トが ユ ーザ ー

の間 に蓄積 されて行 くのでi有 力 コ ン ピュ ー タメ ーカ ー の機種 に採 用 されれば

市場制覇 も可能 であ る。実際16ビ ヅ トMPU分 野 で は,モ トロー ラ製 が ア ッ

プ ルの,イ ンテ ル製 がIBMの パ ソ コ ンに搭載 され て広 く市 場 に普及 しs他 社 製

MPUは 苦戦を強いら濃.当 初,米 企業}まライセ ンス収入による研究開発投

資の回収,生 産 設 備 投 資軽 減,生 産拠 点 分 散 に よ る安 定供 給 の実現 な どのため

に日本企業 に生産 ・販売の委託(セ カ ンドソース)を 行 った。 そ の結 果,日 本企

業 も8ビ ッ トMPUの 生 産 で約3割,16ビ ッ トで も2割 弱 の シェア を 占あ て い
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た。 だが,イ ンテ ル と モ トロー ラの両 社 は セカ ン ドソース供与先 であ る日本企

業の安値攻勢 に手 を焼 き,32ビ ッ トにつ い て は セ カ ン ドソー ス を認 めず,生

産 ・販売 を独 占す るに至 った。 特 にイ ンテルは世界のMPU市 場 を ほぼ独 占す

る こ とに よ って 世 界 のパ ソコ ン市場 を も牛耳 ることにな った。パ ソコ ンは80

年 代 に は 「IBM互 換」が キ ー ワー ドだ ったが,90年 代 に は死 語 とな り 「イ ンテ

ル互換 」 に取 って代 わ られつっ ある。 パ ソコンメーカーはイ ンテルか らMPU

を どれ だ け調 達 で き るか に よ って シェアが決 ま るとさえ いわれ てい るので あ
(88)

a

しか し高速化 ・低価格化 の要求 が高 ま る中で,過 去 の ソフ トウ ェア と の互 換

性 を 重 視 す る余 りに構 造 が複 雑化 し,高 速 化 が 困 難 と な って き た従 来 型 の

CISC(複 雑命令セ ットコンピュータ)に 対 抗 して,RISC(縮 小命令セ ッ トコンピュー

タ)と 呼 ばれ る新 しい設 計思 想 のMPUが 登場 す るに至 った。RISCは87年 に

サ ンマ イ ク ロ システ ム ズがRISC型MPU「SPARC」 を 開発 したの を契 機 と し

て 市場 拡 大期 に入 り,UNIXをOS(基 本 ソフ ト)と す るWS(ワ ークステーショ

く　
ン)や ミニ コ ン等 へ の搭 載 が 活 発 化 した

。ま た,互 換 チ ップ メ ー カ ー もパ ソ コ ン

用MPU暢 でのインテルの独占的支配に敢然と挑戦し始魂 一方旧 本の

半導体 メーカーは互換MPU開 発 に は極 あて消 極 的 で あ る。 現 在 のペースで技

術が進歩 していけば,集 積 度 が 更 に高 ま り,今 は複数 のICで 実現 され て い る

機能 も1チ ップで実 現 で き るよ うにな り,1チ ップ ・パ ソコ ンの登 場 も可 能 と

な ろ う。 その時に要 となるのがMPUで あ る。 とい うの もMPUを 集積 化 しな

い限 り1チ ップ化 は不可 能 だ か らで あ る。 それ故 ,MPUは 中核技 術 と呼 ばれ

て い るの だ が,日 本 企 業 は独 自にMPUを 開 発 して世 界 の標 準 品 に まで 育 て上

げ るだけのカを持 って いない。かって イ ンテルの16ビ ッ トMPU互 換 製 品V

シ リー ズを独 自開 発 したNECで さえ イ ンテル との訴 訟 問 題 に懲 りて互換路線

には極 あて消極的 にな ってい る。 ここにIC王 国 日本 の最 大 の泣 き所 が あ った

とい ってよい。

米企業 は製造技術 で 日本 に後 れを取 った結果,知 的所 有権 の強化 によ って対

抗 を図 った。そのため80年 代 末 以 降,日 本 企業 が米 企業 か ら特 許侵 害 で訴え ら
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第25表TI社 の知 的 所 有 権 収 支

(単.{立'goo/Jド ノレ)
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(出所)『 電 子』1992年10月 号,10頁 。

第26表 米 国 イ ン テ ル,TI社 の業 績 推 移

(単 位:100万 ドル)

〈イ ン テ ル社 〉

売 上 高

利 益

〈TI社 〉

売 上 高

」ー禾 益
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_一
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(409)
　

(出所)『 電一r』1992年10月号,io頁 。カッコ内の数字は赤字。

れ,巨 額 の特許 料 や和 解 金 を支 払 わ される特許紛争 が瀕発 した。例 えば,89年

1月 に モ トロー ラ社 が 日立 のMPU「H8」 を特 許 侵害 と して連 邦地 裁 に提 訴 し,

特 許紛 争 が 生 じた。90年3月 に 日 立のMPU「H8/532」 はモ トロー ラが 主張 し

て い た4件 の米 国特 許 の うち3件 を 侵 害 して お り,同 時 に モ トロー ラ社 の32

ビ ッ トMPU「68030」 も日 立の米 国特 許 を侵 害 して い るとの判決が下 された。

この判決 によ り両社 の当該製品 に販売禁 止命令 が出 されたため,両 社 は90年
(91)

10月 に和解 によ る決 着 に合意 した のであ る。

む ろん,知 的 所 有 権 が半 導 体 産 業 で重 要 性 を持 っよ うにな ったのは80年 代

半 ば頃 か らで あ る。そ の契 機 とな ったのはTIが86年 に訴 訟 を通 じて 実現 した

ロ イ ヤ リテ ィ値上 げ策 と,イ ンテ ルが80年 代 後 半 に強 化 した ライセ ン ス供 与

制 限(占 有化)策 で あ った といわ(ge/.TIは 巨額 の赤 字 を抱 え て いた ため7特 許

政 策 を 変 更 しロ イ ヤ リテ ィ収 入 の増加 を図 ろ うと した。TIはDRAMの 主要

10特 許 使 用料 を10%と し,86年1月 に 日本企 業 な ど8社 を特 許侵 害 で米 連邦



168商 経 論 叢i第30巻 第2号
(263)

裁 判 所 に 訴 え,ロ イ ヤ リテ ィの値 上げ に成 功 し,経 営 基 盤 を再 建 した(第25

表)。 イ ンテル もまた80年 代 後半 か ら占有 化 政 策 に よ って,第26表 の よ うに高

成長 と高 収 益 を 享受 す るに至 ったので ある。

こう した中で89年11月,IC製 造 に関 す る基 本特 許 で あ るTI社 の キ ル ビー

特 許 が60年 の 出願 以来29年 ぶ りに 日本 で成 立 した。 この特 許 は半導体製造 の

核心 にかかわる特許で あるため 日本の半導体 メーカーは多額 の特許料支払 を強

(93)

いられることになった。か くして従来はただ同然で利用できた特許や著作権の

利用は高価 となった。例えば,DRAMの 特許使用料 は有力な交換特許を持 って

いない場合には売上高の10%に も達する。実際,NMBセ ミコンダクターは91

年9月 期決算で売 上高の11.4%を 特許使用料として支払 ったという
。また,占

有化政策は技術供与の停止により他の企業の生産を不可能にしている。 しか も

インテルの成功は他の米企業にも大 きな影響を及ぼ し
,技 術移転に慎重な姿勢

を強めさせた。 このように半導体分野では知的所有権の重視が競争環境を著 し

く変化させa企 業の競争力を大 きく左右するようになったのである
。

VI離 逝かず

[1]剣 ケ峰

日本 は第20図 の よ うに86年 か ら92年 ま で世 界 の 半導 体 市 場 を 支配 した
。

しか し93年 に米 国 はっ い に 日本 に追 い付 い た(デ ータクエス トの市場調査によれ

ば日米両国はそれぞれ世界市場の42%を 占めた)。 ま た,92年 の世 界 半導 体売 上 高

ラ ンキ ング"で もイ ンテル社 がNECを 抜 いて 首位 に 立ち
,93年 に は更 に差 が

拡 大 して い る。 モ トロー ラも3位 を 占め るな ど米 企 業 の 復調 は 目覚 ま しい
。 さ

らに三星電 子が7位 に入 るな ど韓 国企 業 の台 頭 も著 しい。つ ま り日本企業 は

MPUで 優 位 の米 企 業 とDRAMで 台 頭 した韓 国 企 業 の挟 撃 に あ って い るので

ある。 日本 の半導体産業 はまさに剣 ヶ峰に 立って いるといえよ う。 しか も半導

体をめ ぐる競争 で 日本 が後れを取 るに至 った原 因 は構造 的な ものであ り,そ れ

は日本の市場髄 にも如実に反映されて認 。

そこで,世 界半導体市場の地域別構成比を見ると,日 本 は88～91年 には世界



0262)

(%)

日本の半導体産業169

第20図 世界 の半導体 マーケ ッ ト ・シ ェアの推移
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ア ジ ア太,.{一洋 系 企 業

92(年)

(資料)『 電子工業年 鑑1994』196頁 。

の40%前 後 を 占めて いた が,92～93年 に は米 国 が復 調 し,93年 に は8年 ぶ り

に再 び世 界 最大 の市 場 とな った。アジアの成長 も著 しく,ア ジア その他 が93年

に世 界 の19%を 占め て欧 州 に 並 び,94年 に は これ を凌 駕 す るの は必 至 の状勢

とな ってい る。製品別で は,マ イ コ ンが最 も高 成 長 で,マ イ コ ンの周辺 に使 用

され る ロジ ック(ASICカ スタムロジック ・ゲー トア レイ等)も 高 い成 長 率 を示 して

い る。 一 方,MOSメ モ リは1メ ガDRAMの 価格 が下 落 し,4メ ガDRAMへ

の世 代交 代 が遅 れ た こ とか ら90～91年 に は ほ とん ど成 長 が 見 られな か ったが,

92-93年 は再 び厳 輔 に復 帰 した・ マ イ コ ン・ ロ ジ ック・ メモ リLl(95)う

MOS.LSI御 三 家 は既 に全体 の68%を 占め,早 晩75～80%に 達 す る とい う。

さて,世 界 の半 導 体 市 場 が90年 以 降 よ うや く回復 に向 か った0方 で,日 本 市

場 は87～89年 の世 界 的 な不 況 期 に も比 較 的好 調 だ った ことの反動 もあ って,

90年 を境 に91年 に ゼ ロ成 長,92年 に は12%の マ イ ナ ス成 長 に陥 った。 しか も

米 国 で進行中の ダウ ンサイ ジングを中心 とす る技術革新が 日本で は起 きて いな

いので,日 本市 場 で は世 界 的 に高 成長 しているマイ コンが低調 で,メ モ リも不

振 だ った。 世 界 の技 術 動 向か ら見て 日本の大 きな弱点 はマイコ ンが技術進歩 を

推進 し,パ ソ コ ンに代 表 され る新 しい情 報通信機器 の発展 を促す という米欧型
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100

第21図 日米半導体市場

〈日本〉

(10{意 ドル/月)

R9

〈米国〉

{)
87888990

(資 料)『 電 罫』1994年5月 号,9 ,12頁 。

919293

919293

ナ ログ

デシタル

イポーラ

モ リ

ジ ソク

イ コ ン

体

ナ ログ

デシ タル

イポー ラ

モ リ

ロ ン ソク

マ イ コ ン

C261)

の展開が 日本市場 ではほとん ど見 られない点 にある
。 っま り世界 が この2～3

年 に激 しい技 術 革新 を通 じて ダイナ ミックに変貌を遂 げた中で,日 本 だ けが ほ

とん ど変 化 して いな いのであ る。

一 方
,米 国 の 半導 体 市 場 は92年 以 降 急成 長 した。 これ は まず マ イ コンが牽引

車 とな り・次 いで92年 以 降 メ モ リ需 要 が増 加 した ため である
。というの も,92

年 に コ ンパ ック社 が突 然 にパ ソコ ン価格 を半額 に引 き下 げ,他 の メー カ ー も こ

れ に一 斉 に追 随 した ことでパ ソコン ・ブームが起 こったか らである
。 このため
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第22図 日米半導体市場構成比較
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(資 料)『 電r』1994年5月 号,12頁 。

MOS御 三 家 が第21図 の よ うに 目覚 ま しい勢 いで成 長 し,94年 に は80%に 達

す るとい う。 これ と は対 象 的 に 日本 における構成 はほ とん ど変化 してお らず,

MOS御 三 家 の比 率 は60%台 にす ぎず,米 国 の90年 水 準 よ り も低 く,む しろ格

差 が拡 大 して い る。 っ ま り技術進歩の点 では,米 国 に追 い付 くど こ ろか,逆 に

徐 々 に引 き離 されて い る とい ってよい。

次 に第22図 に よ って 半 導体 の用 途別 比 較 を 見 ると,日 本 とア ジア は非 常 に

よ く似 て お り,民 生 用 需 要 が40%ほ どを 占めて い る。0方 ・米 国 は民 生 用 が少

な く,コ ン ピュー タ用 が圧 倒 的 で あ る。欧州 は日米 の中間型 なが ら,や や米 国

型 に近 い。 日本 の特 徴 は世界的に最 も成長率 の高 い コンピュー タ用の比率が減

少 して いる点 にある。 日本で は技術革新が遅 れているため・ コ ンピュータ用 の

マイ コン使用量 が極 めて低調 であ ったか らだ。 マイ コンを うま く使 い こな した

ものが将来の電子産業を制すると㌔・われているが旧 本はその利用1三爲れを取

り,バ イ ポ ー ラデ ジ タルや アナ ロ グや単体 を根強 く残 してい るのであ る。

[2]四 面楚歌

周知のように日本の電子産業 は製造 コス トの安 さによって競争力を維持 して

きた。だが,そ の優位性 も70年 代の賃金上昇 と80年 代半ば以降の円高によっ
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%第23図 エ レ ク トロ ニ ク ス産 業 の 資 本 コ ス ト日米 比 較
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(資料)フ ァイナ ン&フ ライr日 本 の技術 力弍危 い』60頁
。
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て失われた。 こうした構造変化 はもはや生産性の上昇によ
っては吸収できず,

国内の生産拠点 は世界的に最 も製造 コス トの高い工場となった
。 日本企業はこ

れまで頻繁なモデルチェンジと機能改善を要する民生用機器や量産型デジタル

製品に依存 し,製 品寿命を短期化することによって国際的優位 を維持 して き

た。だが,製 品デザインを頻繁に変えて市場を獲得するというこの戦略は円高

に伴 うコス ト増大のたあに困難 となった。 また,世 界の電子機器市場が単品の

量酬 暢 か らシステム指向へと移rrし たため旧 本企業の得意とする従来の戦

略は通用 し難 くなったので認 。

今 日・日本の電子産業は単なる不況のためばか りではなく,90年 までその競

争力を支えてきた資本調達の容易さや高品質という優位性を失 って不振に陥
っ

ている。 例えば,90年 代初頭までに資本調達 コス トの有利 さは第23図 の如 く

消失 した。その結果・米企業は80年 代半ば以降初めて半導体投資額で日本企業

を凌駕 した。米企業はまた80年 代半ば以降,品 質向上に大いに努力 したので,

品質面での格差 もほとんど解消 したとし1響。

しか も米国はデ ジタル設計 とシステム集積技術で圧倒 的な優位にあ り
,日 本

は足 下に も及 ば な い・例 え ば・NEC製 パ ソ コ ンの マ ザ ー ボ ー ドを見 る と
,基 本
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動作 システムに使 われてい る半導体ICは 米 国 製 な ら1チ ップで済 む と ころを

5個 も使 用 して お り,回 路 とシ ス テムの集 積 技術 で 日本 は米国 に3年 も遅 れ て

い る とい う。 ま た,小 型化 の精 華 とい わ れ る ソニ ーの8ミ リビデ オ カ メ ラで さ

え も多数 のICを1っ の回 路 に組 み込 む技 術 を 欠 いて いる。 今や 日本 は 「成長

の核」とされ る3つ の戦 略 的重 要 技術(コ ンピュータ,半 導体,ソ フ トウエア)の 開

発 とそ の融 合化 に失 敗 した ことが明 らかだ。 これ らの技術 は将来 の電子機器市

場 を支配 す るデ ジタル製品の基盤 であ ることか ら,こ の分野 に お け る失 敗 が 今
(99)

日の 日本の深刻 な危機 の核心 をな して いるといえよ う。 日本 で も93年 に は コ

ンピ ュー タ,半 導 体,ソ フ トウ エ アの3分 野 が エ レク トロニ クス製 品 市 場(ソ フ

トウエア開発 とハー ドウエア生産)の 半 分 を 占め るに至 ったが・ 日本企業 はこれ ら

高成長分野 では技術的 に遅 れ,主 導 力 を失 って い るので あ る。

そ の上,ア ジアNIES企 業,特 に韓 国 企 業 が競 争 力 を強 めた ため,日 本 の電

子 産 業 は量 産 市場 で も脅威 にさ らされて いる。 これ らの企業 は 日本企業が支配

す る量産 市場 に参入 し,そ の利 益 を圧 迫 して い る。例 え ば・ テ レビで は・韓国

や台湾 は安 い製造 コス トを武器に,部 品 の質 向 上 や生 産 の 自動 化 を進 めて高品

質 で安価 な製品 を製造で きるよ うにな った・ アジア諸国は低価格民生品やOA

機 器 で も競争 力 を高 めて お り,量 産 市場 で 日本 を徐 々 に駆逐 し,DRAMrfj場 の

よ うな新分 野 や 高級 品 市場 へ の進 出に も成功 しつつあ る。

これに対 して 日本企業 は盛んに生産拠点 の海外移転 を進 めてい る。む ろん,

米 企 業 も60年 代 半ば以 降 生 産拠 点 を海 外 に移 し,国 内 に は設 計 とマ ー ケ テ ィ

ングを残 したが,80年 代 に は民生 用機 器 市場 で は生 き残れなか った。 しか しコ

ンピュー タ,半 導体,通 信,測 定 機 器 な どの分 野 で は88年 以 降 空 洞 化 が進 ん

だ に もか か わ らず,米 企 業 は世 界 の50%の シ ェアを確 保 し,従 業 員1人 当 た り

の付加 価 値 も日本 を上 回 って いる。つ ま り空洞化 は米企業 の競争力 を必 ず しも

弱体化 させた訳で はなか ったので ある。 なるほ ど米企業 は低価格機 器部門で は

空洞化 を避 け られなか ったが,製 造技 術 よ り も全体 の シ ステ ム設計や アーキテ

クチ ャーが重要 な コンピュータや通信 などの戦略的技術分野で は決 して支配 力

を失 わなか った。だが,現 在 日本 で進 行 中 の空 洞化 は70～80年 代 にお け る米 国
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の状況とは異なって,競 争力を大いに蝕む恐れがある
。 日本企業 は低価格品市

場か ら撤退 しても・代わりに国内の工場で生産する有望な製品を持 っていない

か らt・ 米企業はシステム設計 とソフトウエア開発 という2っ 鍾 要技術を用

いて高付加価値高成長の新分野へ参入することで空洞化問題をどうにか克服 し

た。むろん,こ うした能力を欠 く日本企業は同 じ道を歩みえず
,ま た既存の低

価格C]C7市場 で は ア ジ ア諸 国 に急 速 に追 し・上 げ られて いるので 鍔
。

例えば,世 界のMPU市 場 はメモ リ市場 を抜 いて半導体市場最大 の規模 と

なりつっあるが・ 日本企業は最先端MPU市 場で しかるべきシ
ェアを得ておら

ず・ この最重要な技術分野に対 してほとんど影響力を持 っていない
。今やイン

テルのアーキテクチャーがMPUの85%を ,モ トローラの ものが12%を 占め

ており・米企業が技術開発の動向や標準を全て決定 しているのである
。 また,

DRAM市 場は韓国企業の果敢な攻勢によって旨味のある市場か ら儲か らない

市場へ と変貌 した。それはまさに米企業が 日本企業の攻勢による赤字のため

DRAM市 場か ら相次いで撤退 した85年 の状況の再現ともいえる
。だが,米 企

業がメモ リ事業からの撤退 と新製品への移行に首尾よく成功 したように
,日 本

企業がDRAM事 業か らうまく他の成長分野へ移行できるとはあまり期待で き

ない。 日本企業 は余 りにもDRAM事 業に依存 しす ぎてお り
rし か もDRAM

市場のようにを議 な市場は他 にほとんどな く・あっても米企業の完全な支i

にあ るか らである。

む す び

日本の半導体産業は戦後幾多の困難に遭遇 しなが らも,そ の度に不死鳥の如

く切 り抜けてきた。だから日本企業は 「敗れざる者」であるかの如 き神話が生

まれたのも無理か らぬことだった。だが,半 導体産業史を振 り返 って気付 くこ

とは,多 くの天佑神助や幸運が自助努力と共に日本企業の発展を促 して きた点

である。例えば,ブ レトン ・ウッズ体制 は曲が りなりにも自由貿易を促すこと

によって世界経済の高成長 と世界貿易の1順調な拡大を保障 したか ら
,日 本企、業

は積極的に輸出圭導型の成長を追求 し,規 模の経済を{一分に享受す ることがで
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きた。技術や市場の動向も独創的研究 よりも製造技術を重視する日本企業に有

利に働いた。世界の電子機器市場はシステム製品よりも単品の量産市場が主流

で,頻 繁 なモデルチェンジや機能改善を得意とす る日本企業 の独壇場 となっ

た。また,日 本企業 はある時期までは豊富で低廉な労働力と円安に基づ く低 コ

ス トを武器に製品寿命を短期化 させなが ら低価格量産市場(民 生用機器や量産型

デジタル製品)を 支配 した。というのも,米 企業は概 してこれらの市場を安易に

放棄 した し,ア ジア諸国の追い上げ も80年 代後半以降ほどには激 しくなかっ

たからである。 こうして 日本の半導体産業は旺盛な低価格量産品市場向けの需

要に支えられてr86年 にはIC王 国を築 き上げた。

だが,90年 代 に入 り,舞 台 は巡 り,競 争条件は一変 した。ブレトン・ウッズ

体制の崩壊は徐々に保護主義や経済ナショナ リズムを台頭させ,日 本企業の輸

出主導型成長にブレーキを掛 けて規模の経済の享受を困難にした。 しかも電子

技術 はデジタル設計 や システム集積技術が中心 とな り,高 成長市場 はコン

ピュータ,半 導体,ソ フ トウエアの3分 野が中心 となった。特に半導体市場で

は,マ イコンが最大の比重を占めるに至 り,マ イコンを上手に使いこなせるも

ののみが将来の電子産業を制するという状況 となっている。だが,残 念ながら,

日本企業はこれらの分野においては米企業に大きく後れを取 っており,彼 我の

格差は益々拡大 しっっあるといってよい。米企業の復権や日米再逆転といわれ

る事態 もこうした構造的な変化がようや く目に見える形で顕在化 したにすぎな

いのである。

また,こ れまで日本の独壇場であった低価格量産品市場では,韓 国や台湾が

低製造 コス トを武器に,部 品の質的向上や生産の自動化を進めて安価で高品質

な製品を製造 して積極果敢に参入 し始めた。 これを迎え打っ日本企業は労賃の

上昇と円高 というデ ィレンマを抱え,海 外現地生産によるコス ト削減によって

対応 しようとしているが,そ のために空洞化の危機に直面 している。製造技術

を偏重 し独創的研究開発を軽視 してきた日本企業 は,量 産市場を支配するもの

が電子産業全体を支配するという競争条件の下では成功を収めたが,デ ジタル

設計やシステム集積技術が競争の中心的条件 となった時,そ の弱点を曝け出 し
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たのである。 というのも,日 本企業 は米国が圧倒的な優位を持っ戦略的重要分

野へ参入する能力を持たず,一 方,ア ジア諸国の攻勢に対 しては海外生産が不

可避だが,そ れは深刻な空洞化を招かざるを得ないか らである。つまり今や日

本 は米国という前門の彪 韓国や台湾といった後門の狼,さ らには技術や市場

動向への不適合 という四面楚歌の苦境に立たされているのである。
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